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１. 事業の概要 
 

（１）目的 

単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加する中、高齢者が地域での生活

を継続するためには、多様な生活支援ニーズに対応した多様なサービスを地域で整備し

ていくことが必要である。このような地域における環境整備においては、市町村が中心

となって、地域のニーズと地域資源のマッチングなどを行うコーディネーターの配置や

協議体の設置等を通じて、生活支援等サービスを担う事業主体の支援体制の充実・強化

を図ることが求められている。また、市町村における生活支援等サービスのコーディネ

ーターの配置にあたっては、研修カリキュラムやテキストの整備を通じて、全国で一定

の人材の水準を確保することが重要と考えられる。 

これらの現状を踏まえ、本調査研究委員会及びワーキンググループにおいては、都道

府県で行う養成研修の講師となる人材の研修を行う為に研修テキストを検討・作成し、

平成 27 年度からの生活支援コーディネーター及び協議体設置に備え、コーディネーター

の備えるべき要件を研修カリキュラムとして提供することを目的としている。 

また、研修を実施し、研修カリキュラム及びテキストに対する理解度を測ると共に具

体的な改善要望を把握し、カリキュラムやテキスト修正に関する検討材料を得る。 

 

（２）事業内容 

①生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に係る中央研修のカリキュラム・

テキスト作成 

②生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に係る中央研修の実施 

 

（３）調査研究委員会の構成 

  池田 昌弘  NPO 法人全国コミュニティライフサポートセンター代表 

  石山 典代  NPO 法人全国移動サービスネットワーク理事 

今井 準幸  ＪＡ全中全国農業協同組合中央会くらしの活動推進部次長兼高齢者対

策課課長 

小野 喜彦  公益財団法人全国老人クラブ連合会 事務局長 

木村 知広  平塚市福祉部福祉総務課 課長代理 

近藤 辰比古 公益社団法人全国老人福祉施設協議会特別養護老人ホーム部会 幹事 

坂田 早苗  東京都福祉保険局高齢社会対策部 在宅支援 課長 

佐甲 学   社会福祉法人全国社会福祉協議会地域福祉部 部長 

  清水 肇子  公益財団法人さわやか福祉財団 常務理事兼事務局長 

菅原 弘子  特定非営利活動法人地域ケア政策ネットワーク 事務局長 

  田中 尚輝  認定 NPO 法人市民福祉団体全国協議会 専務理事 

  中村 美安子 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会福祉学科 准教授 

  中村 順子  認定 NPO 法人コミュニティサポートセンター神戸 理事長 

平野 覚治  一般社団法人全国老人給食協力会 専務理事 
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. の   
 

研究委員は、本 事業において実施される研修のカリキュラムやテキスト 等を

検討する を担っている。 のため、国の考え を理解し、 生活支援等サービ

スを推進する関連団体や 進的な 組みを行っている 治体の推進者を め 成して

いる。 

研修 講者が、中央研修で学 理 を地域に 実務に活かしていた くことを

いとして、 年度に実施した研究フ ーラムのアンケート を踏まえ、研修のテキ

ストを したワーキング ン ーが ら講師となることで、 プ グラムにおいて

得すべき や講 の重 ポイント等に いて共通した を提供できるように

した。 

 

（１） の  

 
ワーキンググループにて、カリキュラム及びテキストを検討し、 

１ の

の

１ の 事

の の

１ の

の

の要

の

の 事 の

の の

の の
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（２）委員会 の 内容 

 
① ワーキンググループ検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

 2 年 2 （ ）  
生  専 2

会議  

者 

ワーキング ン ー  

田教授、 教授、中村准教授、 准教授（ 組 ） 

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  

平成 2 年度 生活支援コーディネーター 成に関する調査研究 の 営

営 に いて 
スケ ュールに いて 
委員会 ン ーに いて 

 

営 に いて（ ） 
年度に き続きの事業となるが、本年度は中央研修を実施して 治体がコーディネ

ーターを 成するための具体的な材料を提供できるようにする。 
のため、 によるテキストの作成及び中央研修の実施を推進していくことが

ン ーによ された。 
 

① 中央研修の実施（ 東京 ） 
② 中央研修で するテキストの作成（研修 の修正を て 成 ） 
 
スケ ュールに いて 

①年 のスケ ュールとしては、 のような を 定することとなった。 
・ 研修とテキスト の 定 
・ テキスト（ ）の 成 
・ 中 委員会の  
・ 中央研修の実施 
・10 テキストの修正 
2015 年 
・ 委員会の  
②中央研修の に いて 

ン ーに を確認し、 、 を

連続東京 とする が確認された。 
 

する委員会 ン ーに いて 
年の ン ーに加えて、 ン ーを加えることとした。 
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P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

25 年度からの継続 ン ー  
田委員長、中村教授、 、全国移動ネット、全国老人給食協力会、ＪＡ、生協、

全社協、さわやか福祉財団、市民協 
26 年度 加の ン ー  

全国老人クラブ連合会、全国老人福祉施設協議会、全国老人保健施設協会、 治体 
 

今 の作業に いて 
委員が、中央研修のカリキュラム （講 ）を検討してくる のとし、 れを

に次 の において 定をする。 
 

 

② ワーキンググループ検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

 2 年 （ ）  本 協会ビル  

者 

ワーキング ン ー  

田教授、 教授、中村准教授、 准教授（ 組 ） 

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  
中央研修カリキュラムとテキスト  
中央研修カリキュラム（ ） 

 

中央研修カリキュラム（ ） 
ン ーから中央研修カリキュラムに いて 提 いた き、検討が行われた。 

次 ー のプ グラム に が された。 
テーマ に講 者（テキスト 者）を 定した。 

で活 する事 を 代表の池田様にお いすることとした。 
治体の 進事 として、平塚市、 市、 田市と することとなった。 

 
委員会での議事進行に いて 

委員会において、中央研修のカリキュラム及び 活 されるテキストに いて、

を提 して、 をいた くこととした。 
 

今 の 定 
中 を目 にテキスト原 のサマリー を 成さ て、 でチ ックをし

て 委員会に備えることとした。 

5



 

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

 

　１⽇⽬：平成26年9⽉4⽇（⽊）10:30〜17:50（受付開始：9:30）
時間 項⽬ 内容 講師・説明者

10:30-10:35 開会挨拶
厚⽣労働省
⽼健局振興課
　○○　××　××

10:35-11:20
（45分）

⾏政説明

Ⅰ　介護保険制度の改正について
1.介護保険制度改正のポイント
2.介護保険制度における⽣活⽀援の状況と指摘されている課題
3.⽣活⽀援コーディネーター（地域⽀え合い推進員）の定義

厚⽣労働省
⽼健局振興課
　○○　××　××

11:20-11:30 休憩

11:30-12:30
（60分） 講義

Ⅱ　⾼齢者の⽣活⽀援ニーズと⽣活⽀援サービスについて
1.⾼齢者の⽣活⽀援ニーズ
　(1)⽇常⽣活における⾼齢者の不⾃由さ
　(2)⽣活⽀援ニーズの内容〜「５つのこと」と「ちょっとしたこと」、安⼼確保の重要性
　(3)親族や⾏政、専⾨職のニーズ
　(4)⽣活⽀援ニーズへの対応⽅法〜包括的な⽅法と単品サービスで対応する⽅法
　　①包括的な⽅法
　　②単品サービスで対応する⽅法
　(5)⾼齢者の⽣活における⾃⽴の姿
2.発達する道具（⽣活⽀援⽤具）と⽣活⽀援サービス
　(1)⾼齢者と道具（⽣活⽀援⽤具）の活⽤
　(2)⾼齢者と⽣活⽀援サービスの活⽤
　(3)地域の⽣活⽀援サービスと市場分野の⽣活⽀援サービスの特徴
　　①地域の⽣活⽀援サービス
　　②市場分野の⽣活⽀援サービス
3.⾼齢者の⽣活⽀援サービス活⽤上の課題と⽀援の⽅法
　(1)⽣活⽀援サービスの地域差と情報の散在
　(2)活⽤⼒の差
　(3)資源アセスメントの重要性〜幅広い把握、開発すべきものを明らかにする
　(4)⽣活⽀援⽤具と⽣活⽀援サービスの活⽤環境の整備
　　①⾼齢者に配慮された活⽤⽀援
　　②条件整備としてのあたらしい活⽤、サービス開発
4.まとめ〜⽣活⽀援ニーズに応えるために

神奈川県⽴保健福祉⼤学
保健福祉学部社会福祉学科
　　　准教授　中村　美安⼦

12:30-13:30 休憩

13:30-14:30
（60分） 講義

Ⅲ　⽣活⽀援の⽬指すべき姿について①（⽣活⽀援コーディネーター
（地域⽀え合い推進員）に期待される機能と役割）
1.地域包括ケアシステムにおけるコーディネーター、協議体の位置づけ
　(1)ガイドラインにおけるコーディネーター、協議体について位置づけ
  (2)コーディネーターの配置と基本的な役割
　　①3層のコーディネーターの役割・活動の違い
　　②第1層のコーディネーター（広域開発型）の役割
　　③第2層のコーディネーター（圏域調整型）の役割
　　④第3層のコーディネーター（サービス提供型）の役割
　　⑤コーディネーターの配置の考え⽅
　(2)協議体の役割
　　①第1層の協議体
　　②第2層の協議体
2.⽣活⽀援サービス整備における市町村の役割
3.都道府県の役割

⽇本⼤学⽂理学部
　社会福祉学科
　　教授　諏訪　徹

14:30-14:40 休憩

時間 項⽬ 内容 講師・説明者

14:40-16:10
（90分） 講義

Ⅲ　⽣活⽀援の⽬指すべき姿について②（⽣活⽀援コーディネーター
の活動について）
1.コーディネーターの活動理念
2.コーディネーターの活動
　(1)第1層（広域開発型）のコーディネーターの活動
　　①市町村全域でのサービス開発
　　②住⺠による組織への活動⽀援
　　③⾏政との連携の促進
　(2)第2層（圏域調整型）のコーディネーターの活動
　　①⽣活⽀援サービスについてのニーズ把握
　　②圏域の活動団体・社会資源の把握
　　③圏域に必要なサービスや活動（社会参加・活動の場・居場所等）の開発
　　④地域への情報提供と利⽤者のサービスへの結び付け
　　⑤サービス提供団体、地域の諸団体、居宅介護⽀援・介護サービス事業所間の⽇常的な
連携・協働の促進
　(3)第3層（サービス提供型）のコーディネーターの活動
　　①⽀援を必要とする⼈のアセスメントと⽣活プランづくりのお⼿伝い
　　②サービスの担い⼿への⽀援
　　③サービス提供時の関係機関との調整

⽇本⼤学⽂理学部
　　社会福祉学科
　　　教授　諏訪　徹

16:10-16:20 休憩

16:20-17:50
（90分）

ワーク
ショップ

Ⅳ　多様な主体による多様な⽣活⽀援サービス事例について
1.１⽇⽬の研修の総括
2.神奈川県平塚市の事例
3.三重県伊賀市の事例
4.意⾒交換シンポジウム
5.質疑応答

各⾃治体等からの説明者
※コーディネーター（和⽥先⽣
を想定）を貼り付ける
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 ワーキンググループ検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

 2 年 2 （ ）  本 協会ビル  

者 

ワーキング ン ー  

田教授、 教授、中村准教授（ 組 ） 

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  委員会の議事進行に いて 中央研修の進め に いて 

 

委員会の議事進行に いて 
①中央研修カリキュラムを から  
②テキストを 担 者から  

応  
 田委員長の進行で実施 

 者から で  （合 45 度） 
 にいた いている の や を ける 
本 としては、今のテキストの に いては しない が確認された。

中央研修の進め   
①テキスト に研修 は の PPT を準備する。 

 テキストを踏まえて作成すること 
 8 25 を提 とする 

②1 目のカリキュラムに いて 
 行政 （55 ） 
  
 中村 生（90 ） 
 生（90 ） 
 田 生（120 ） 

・ 組みの を 15  
・事 研究を 90 （1 45 ） 平塚市 市 
・事 の 、 田 生からインタビュー を る 
・2 市とはお の に 合 を実施する 

 田 生の 2 目の に いて 
     ・ をどうするのかを までに検討 

 生、中村 生の講 に いて（ 田 生よ ） 
 ・講 中に 加者が 事者 を って らうようにする 

（ を かけるなどの 夫） 
 

 

 

8



 

 委員会検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業 委員会 

 2 年 2 （ ）  本 協会ビル  

者 

委員 池田委員、石山委員、小野委員、 山 （木村委員代理）、近藤委員、原

田 （坂田委員代理）、佐甲委員、 （清水委員代理）、菅原委員、田

中委員、中村（順）委員、中村（美）委員 、平野委員、藤田委員、本

委員、 田委員長  

ワーキング ン ー 教授 中村委員、 田委員長は兼  （ 組 ）

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  カリキュラム・テキスト の討議 

 

全体に いての  
 学 的 本を整理したテキストとなっているが、 て、 ・ の生活支援

コーディネーター（地域支え合い推進員）の本 は資源 やネットワーク 等の

実 であることから、多様な主体による生活支援サービスの主な特 を具体的に

する が 加（あるいは関連 ）されるのがよい。 
 生活支援コーディネーターは、営利サービス めた多様なサービスを 野に れる

必要は にあるが、 の一 は、地 組 や  等 民主体によるサービス活動

の と推進であることを、よ わか やすく、 確に すのがよい（原 では

ま によって ら きがあるように めるため）。 
 生 が今 した イ ラインで 、市町村が生活支援・ 護 サービスの

体制整備をすすめるにおいては 民主体の地域 く を推進すべきことが し

べられてお 、 れを踏まえて生活支援コーディネーターは ランティア等の生活支

援の担い の養成・ 等の地域資源の やネットワーク化などを行う、と され

ている（ イ ライン 15、 16、  28 ）。このことは財源的に 続 な 組み

とするために 、 れあい・ け合いという から対等に提供されるサービスで利

者の生きがい・ 立 に な やすいという から 生活支援コーディネーター

が 確に しておくべき と考える。 
 地域支援 会議及び同会議が提 した 地域支援 に いて する を

要で よいので設けるのがよい。 28 の全国 護保険担 課長会議資料及

び イ ラインの中で 、 市町村において具体的制度設 ・事業 営を行っていく

で に 考にしていくことが 益である されてお （同資料   、  81、
及び同 ・ 要別 資料 として P199 ）、 の から 同会議の 在を 知

し理解しておいて らうことは 益であるため。 
 

高齢者の生活支援ニーズと生活支援サービス  
 高齢者の多様な生活サービスが求められる としては、いわ る地域社会の 化や

単身世帯の増加などによる社会的 立の あるのではないかと い、 のあた
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のこと し れていた けれ と います。 
 安心生活 事業が全 に ると に実施 みの 施策や事業との や が

同される れがある 
 のこと と っとしたこと に対応するサポート（生活支援サービス）は

実 に施策に され、 く行っているのか 民による地域福祉活動と市 サ

ービスの連 、 員による一定 度の は実現しているのか  
 高齢者宅を することが生活支援サービスのコーディネーター（1 3 ）の 事

と 解されることが される。インフ ーマルとフ ーマルを組み合わ 、市民

加による生活支援サービスを作ることが主な 事ではないか  
 高齢者のニーズを こすことの必要 を くよ 、市民 加による け合いの供

給サイ を 成、NPO 等市民 加による活動を すためのネットワークを推進するこ

とが重要と考える 
 

生活支援の目 すべき に いて①（生活支援コーディネーター（地域支え合い推

進員）に される と ）  
 中 的支援組 の として、 市民活動センター や 民 加 のサービス団

体のネットワーク組 など れたらどうか また、 ランティアセンター は、

ランティア活動センター として しい 
 生活支援コーディネーターが資源 や担い 養成等のため具体的に地域に講 や

強会等を していく には、講師は地 活動者、 活動者を めて広く 都道

府県から や のある人 本 で くことが であ 、特に都道府県が の

ための 支援を行う が されることを するのがよい。 
 のコーディネーターとして、 民活動や ランティア活動を行う団体のリー

ー など 広く生活支援サービスの調整 の を たす者として 置 け、

生活支援サービスのす 野を広 てはどうか。 
 1 、2 と に、一 の 域（協議体）に対して のコーディネーターを配置する

イ ー があるのか イ ラインには具体的な がないがどうか  
 治体の担 者に いて 、サービス利 を調整する において、 民による活

動の や特 をよく理解するような 会を よう配 する ことを 及したらど

うか  
 2 あるいは 3 のコーディネーターの として 地域 ケア ステムにお

けるコーディネーター、協議体の 置 け ニタリング、 化 の き・ と対

応 を 置 けるべきではないか。とくに、 のみ地域 がかかわるケースに

いては、 の の利 者の状 の 化を早 し専 に な る 組みが重要

であ 、 の部 に いてコーディネーターの関わ が重要ではないか。 
 

生活支援コーディネーターが の で行うべきアセス ントと支援  
 の が 的ではないか 総 的な 移した がよいか しれない 
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 別アセス ントやサービス提供を全 に加えてしまうと、生活支援プランの作成や

サービス提供 コーディネーターとの 事 という 解が生じるのではないのか。ま

た、 支援センターの プランとの関係 わか らい。 
 

高齢者に係る地域アセス ントの 法に いて  
 中 支援組 を に加え、解 を けたらどうか  
 地 組 として、地 とテーマ があるという整理 あるのではないか。多くの地

の活動は、 治会町 会を にしてはいるが、これを に地 社協などの

民活動団体を組 化し、 や け、サ ン活動などをおこなっている。これら

ランティア活動という 置 けの要 ある 
 地域の生活ニーズの把握の 法として、具体的な活動の中での地域 民の や支援

の中で した 、き いた すること 多くあ 、 うした きや をニーズ

把握の と として 置 けてはどうか  
 

サービス の 法  
 コーディネーターの として大きな イトを めることになると いますが、福

祉 野のみなら 、 会議 等の 業 野、農 水 野などと 連 を図る

こととと に、具体的なサービス（活動）を具体的に する 法や、 の市 サ

ービスに福祉的要 を め、 たなサービスを 設するなどの提 をするなどの表

と、い れ うした事 を するとと に、 年度 の都道府県研修において、

うした研修の実施 求められることを き うがいいと います。 
 
カリキュラムに いて  

 のテキストの を えるための講 を 定カリキュラムの中で調整し

て組み でいた きたい。 
 カリキュラムの順 定が であれ テキストに えるのがよい。 
 

の  
 生活支援コーディネーターが具体的に地域で業務を進める には、これらの研修テキ

スト・カリキュラムに加えて、さらに実務的な の テキスト（あるいは実 研

修）が必要であ 、地域の特 や対 者によ 、 な テキスト・講 を に

け加えた研修とするのがよいという を のがよい。 
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 ワーキンググループ検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

 2 年 （水）  本 協会ビル  

者 

ワーキング ン ー 田教授、 教授、中村准教授、 准教授（ 組

） 

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  
アンケート の （研修カリキュラム、テキスト の要望） 
テキスト修正 目の検討 

 

① テキストに いては、主に の 一 して、 イ ラインと合 するようにする。

本、大 に えない。 
 講 などの な のを して、テキストとして すること 
 テキストは委員会 で す。（委員会 ン ーと ン ーを れる） 

② 地域ケア会議と協議体に いては、 で の いなどを 確にすることが必要 
 これを とに 事業との関連が かる 図ができるようにする 

 で、 事 を作成し、テキスト の資料 （ に けるか別 ）を作成する

 事 を議 しながら作成する 
 年 に一度、 事 作成の為の WG を する（ 度） 
 にて、 考事 を準備して  

 生の と では える ール を れる 
考になる研修 ート 実 に できる実 ワーク ート を作成 

 
者の  

ポイント 講師になって研修を行う に く える・実施できるようなテキストを作成

 1・2 と 3 は けて いた がよい（3 は ではないので、3 は 1 2 と う

ことの を れた うがよい）（ 田 生） 
 1 2 は によ なることをはっき いた がよい（中村 生） 
 協議体はフ ーマルにやる のは と連 するが、 う し 常的に必要な組 と連

しあって実現して らうと を して らえるのでは。実 的なことを考えて

イ ー が くようにしてあ た がよい（ 田 生） 
 アセス ント部 生活支援サービスコーディネートを にして、 れに を

てた にした うがよい（ 田 生、中村 生） 
 カリキュラム をカリキュラム の にあった うがよい（ 生、中村 生） 

れとしてはカリキュラム の が一 よさ う。カリキュラム 、カリキュラム 、

カリキュラム で よいのでは。（ 田 生） 
 加者の を と、具体的に地域アセス ントで をしたらいいのかを えなけ

れ ならなかった（ 生） 
 実 の で利 するワーク ート とは別で、研修講師 のワーク ートと解 を
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れて、 に活 けるようにして よい（ 生） 
 PPT を に 年は い のを作ってあ て提供してあ た うがよいか （ 田 生）

 事 護 実 事業で行う のと け等の 図等を作る。（ 生）
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 ワーキンググループ検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

 2 年 2 （ ）  本 協会ビル  

者 

ワーキング ン ー 田教授、 教授、中村准教授、 准教授（ 組

） 

ア イ ー 池田委員 

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  
事 作成 

テキスト作成の  

 

議 ① 事 作成（事 は別 ppt ） 
議 ② テキスト作成の  
 団体が しているテキストの 置 け 

は GW での検討 にあ  
・さわやか福祉財団 1・2 が対 。 

さわやか福祉財団のテキストを全て老健事業のテキストに れて しいとの 望

あ （ け合い活動に必要な ールを単 けしているテキスト）地 活動で活

化さ た/ 組 を作った事  
・全社協 3 が対 のテキスト 

テキストに れ ことはしない 
中央研修 に別 とし、全国で な団体が力を れているという 合いで

の 考資料とする 度 
地域支援 会議にて作成の のは として 険と ないが、さわ

やか福祉財団 と 別の組 となるので、あま よ しくない（ 地域支援

会議で作成するテキストがさわやかのテキストを 考にしていれ 会議

の者 けで が） 
 

 テキスト原 の に を けるか 
 テキスト+中央研修 表の事 （ 大 9 事 ）+ ール+ （ 団体のテキスト

） 
・ 団体の資料は 考資料として、資料の け するのはどうか 

な全国的組 がこの 組みのために作った資料というク ットを れる

（さわやか、全社協、CLC、移 サービスの団体・・・等全ていれて、 と

て しました、ということにすれ よいのでは） 
 表の事 に いて 

・事 を 、ネットワーク等を 表して らったので、事 として れておい

た うが いということ 
・9 事 っているからということで団体テキストはいらないということとした

14



 

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業  

い 
・ 人の や活動の を に  
・テキストに るのであれ 、テキストの となるテーマ別に れ めるかど

うかを 度検討する 
  
 テキストの の修正  

 生 部  
・ の イ ラインに て、 部 を修正する 
 生 部  

・資源の把握を中心とした とする 
・一般的な地域福祉の地域アセス ントではなく、生活支援のアセス ントに

力した うがよい。 
 カリキュラム 1.地域アセス ントの 2.地域アセス ントの 法

（ ）① までを （P113 115(2)の まで） 
 理 生活支援コーディネーターとしては、地域福祉 の ので ない為、

必 し 地域特 の把握から まるとは えない。地域の生活支援サービスの

社会資源の把握でよいと う。資源の把握に 中して いた うが

い。 
 

 (3)地域全体の生活ニーズの把握 を (3)生活支援サービスに対するニーズ

の把握 とし、 別の い しから るのが いという議 があった。 
 (3)の①として、 別事 からのニーズの い し or こしが 、②行

政資料の活 は地域全体の生活ニーズになるので、今ある実 のケースの い

しから る うがよいという議 があった。 
・①の要 として、具体的事 からの把握があった うがよい。（コミュニティ

ー ルワーカー、 別事 からの こし等、また、事業者のニーズや

のサービス 関 一 に い しを行え よい（ 目としては①、② 度で

けて で い） 
・②アンケート調査~ 民 会はあってよい。②アンケート調査と アリン

グ調査は合体さ る 度でよい。（アンケート調査 やること あれ アリン

グ調査 やるということで すれ よい） 
 

（P120） 3.地域アセス ントの では、 (2)地域支援に生かす地域アセ

ス ント のタイトルや本 に 地域支援 という が に てくるため、

わらない ある。地域支援と生活支援との関係 めて 地域支援

を う 合は、 の が必要。 
別支援を とや うとすると、地域との関係や 加が る を作る等

ということが大事になってくるということ等を しておいてはどうか。 
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 P124 (2)地域ケア会議の活 には、協議体の が て ないのは地域ケア

会議さえやれ よいと われないか  
・ 協議体の を活 とし、 地域ケア会議と一体的に行って、 別ニーズを把

握することはよい という にした うが い 
 
 3.サービス のプ セスと 法では、 応 の 必要（プ セス全部が

必要というわけではないということ で ） 
 
 議 アセス ント ートの確認 

・生活支援に関連する為に必要な 目 けを する ートでよい（ かい 人

は 要） 
・ する事が 心となるような ートでなくてよい（ 関係を く為の ー

ト） 
・地域から るよ から るような ート 
 活かす ート  

・ワーク ート 2（地域の資源を す） 
（表 ）活 している  地域の社会資源がある 

あるが活 していない  地域の社会資源がない 
確認・ したい  社会資源が地域 にある 

・社会資源活 ート 
 
 議 委員会 の検討 3 3 （ ）13:30 16:30 

・12 中にテキスト原 の修正 
・事務局にて確認 必要に応じて 生 と調整 1/20 まで 
・団体委員 し 1/21 2/4 
・ の整理、テキスト の の必要 の検討 2 まで 

表 いた事 資料に いては、21 の委員 の し に 定 として

提 を 定（ に合え 、 成 を提 ）、1/20 までの に、 した事 に

いてテキスト 全て れるか、一部は れないとするか等の 検討を くことを

定。 
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 委員会検討  

P  生活支援コーディネーター 成に関する調査研究事業 委員会 

 2 年 （ ）  田中 重 ビル 2 会議  

者 

委員 池田委員、石山委員、小野委員、 山 （木村委員代理）、坂田委員代理、

佐甲委員、清水委員、田中委員、中村（順）委員、中村（美）委員 、平

野委員、藤田委員、本 委員、 田委員長  

ワーキング ン ー 教授 中村委員、 田委員長は兼  （ 組 ）

生 老健局 課 

事務局 本 協会総合研究  

議  
中央研修アンケート  
研修テキスト の討議 

 

 修正テキストの順  
 テキスト順 備考 

.コーディネーターと協議体に される と   

.高齢者に係る地域アセス ントの 法に いて アセス ント ート

をテキスト に.サービス の 法に いて 
.生活支援コーディネーターの の で行うべき生活

支援ニーズの把握と支援 
事 をテキスト

に  
.高齢者の生活支援ニーズと生活支援サービスに いて  
考資料.   
護保険制度の改正に いて（行政 資料）  

多様な主体による多様な生活支援サービス事 に いて 治体 3 事  
中央研修 PPT （カリキュラム ）  
          （カリキュラム ）   
          （カリキュラム ）  
          （カリキュラム ）  
          （カリキュラム ）  
団体テキスト   
全国の 組み事  7 9 事  

 
.コーディネーターと協議体に される と  

 コーディネーターとはこういう のということをしっか いておくべき 
 利 者 の支援やサービスの に関する理 では、高齢者の生きがいとか、あるいは

支え になれるというようなニュアンスが にここにあるのが い。 え

れを で れるのか、 え に 高齢者の を保 し とか、な らか

のまとめた のを れるのか、 け けではないという ッセー がま に

していた けたら い 
 民 市 のサービス うまく いながら ということ けでは、 らが に進
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でいきか ないという がある。 え の に、 民主体のサービス提供を目

し とか、 イ ラインに が 確に ていると うので、重 て っていた

くと い。 
 （ ）地域での く や社会 加と地域の福祉力の 成 では、資源 ・サー

ビス に し重きが行き ている がして、 し の の に活 してと

か、 うしたこと し れていた くと い 
 また、（ ）地域での く や社会 加と地域の福祉力の 成 の 護サービス

事業者や専 、 民の活動を資源の一 と け考えての部 は（ ）のとこ に

れて、総合事業が、専 主 ということではなく、 民と専 が一 になって

やる。 こで支援の やサービスの を確保する、というような になるとよい 
 、 、 の考え は、サービス提供のマッチングとか、サービス 等

が われているが、 の 提として、地域の高齢者等の生活課 等を把握し、地域の

中で 民 加・ 民主体の 組みによって解 していく 、 れを目 すという、

地域の生活課 等を中心に、コーディネーターが を たす中身を れて しい 
 

高齢者に係る地域アセス ントの 法に いて  
 協議体という というか考えがこの には全く て ていない 
 中 支援組 に いて、 ランティアセンター等を設置と  
 生活関連 業に いて、誤解を受けないようにを外して、「協議体の中で役割や活動方法

を議論する」というようなところ、もちろん包括・社協・商工会に入っていただいた形での協議体

で議論していくというようなことを記載する 
 「（２）生活支援サービスに対するニーズの把握」では、 れ れの によ 生活支援コーデ

ィネーターの対 としている が なる き のため でいると する 
 また、要支援だけをターゲットにしてしまうと、生活支援コーディネーターというのは今の介護

保険制度の要支援者の訪問と通所は地域支援事業に移行しますと。それを俯瞰するサービ

スをつくるだけの人になりますというような、ある意味すごく狭いメッセージを与えてしまう。非常

に誤解を招くので、こういう表現は止めたほうが良い 
 

サービス の 法  
 サービス のプ セスと 法 の（ ） の社会資源活 の を るに

おいて、担い を組 化するとか、 の社会資源の活 の を るとかの な

どに、 え 、 の社会資源を活 して、い なサービスの に び けられ

たような を に とか、 のようなこと しやると地に が いた じになっ

て、 か やすくなるのかなという に った 
 

生活支援コーディネーターが行うべきアセス ントと支援の  
 れ れの によ 生活支援コーディネーターの対 としている が なる き

のため でいると する 
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（１）  

平成 27 年度からの生活支援コーディネーター及び協議体設置に備え、コーディネ

ーターの備えるべき要件を研修カリキュラムとして提供することを目的としている。 
また、今 の改善のために会 アンケートを実施し、研修カリキュラム及びテキス

トに対する理解度を測ると共に具体的な改善要望を把握し、カリキュラムやテキス

ト修正に関する検討材料を得る。 
 

（２） 会  

2014 年 9 4 （木） 6 （ ）10 30 17 50 
2014 年 9 5 （ ） 7 （ ）10 00 16 20 

2014 9 4 5  
川フ ントビル会議 （東京都 2-3-13 川フ ントビル B1F） 
2014 9 6 7  

JA 共 カンフ ンスホール（東京都 代田 平 町 2-7-9） 
 

（３）  

都道府県推 者 都道府県あた 3 1 (2 6 まで) 
団体推 者 定 13 団体あた 2 1 (2 4 まで) 
 

（ ）  

 
講者 307 （9 4・5 162 6・7 145 ） 

者 96 （9 4・5 54 6・7 42 ） 
者 6 （9 4・5 ） 

 
加  
講者 304 （9 4・5 160 6・7 144 ） 

者 92 （9 4・5 52 6・7 40 ） 
者 7 （9 4・5 ） 
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（ ）  

【１日目】 

  時 間 項 目 内容及び目的・ねらい 講師・説明者 

1 10:30-10:35 開会挨拶   厚生労働省 

2 
10:35-11:30 

（55 分） 
行政説明 

Ⅰ 介護保険制度の改正について 

1.介護保険制度改正のポイント 

2.介護保険制度における生活支援の状況と指摘

されている課題 

3.生活支援コーディネーター（地域支え合い推進

員）の定義 

厚生労働省 

11:30-12:30 昼休憩   

3 
12:30-14:00 

（90 分） 
講 義 

Ⅱ 高齢者の生活支援ニーズと生活支援サ

ービスについて 

1.高齢者の生活支援ニーズ 

2.発達する道具（生活支援用具）と生活支援サー

ビス 

3.高齢者の生活支援サービス活用上の課題と支

援の方法  

4.まとめ～生活支援ニーズに応えるために 

神奈川県立保健

福祉大学 

保健福祉学部 

社会福祉学科 

准教授 

中村 美安子 

 14:00-14:10 休憩   

4 
14:10-15:40 

（90 分） 
講義 

Ⅲ 生活支援コーディネーター（地域支え合

い推進員）に期待される機能と役割 

1.地域包括ケアシステムにおけるコーディネー

ター、協議体の位置づけ 

2.生活支援サービス整備における市町村の役割 

3.都道府県の役割 

4.コーディネーターの活動理念 

5.コーディネーターの活動 

日本大学 

文理学部社会福

祉学科 

教授 

諏訪 徹 

 15:40-15:50 休憩   

5 
15:50-17:50 

 （120 分） 

ワーク 

ショップ 

Ⅳ 多様な主体による多様な生活支援サー

ビス事例について 

1.１日目の研修の総括 

2.神奈川県平塚市の事例 

3.三重県伊賀市の事例 

4.質疑応答 

5.意見交換シンポジウム 

各自治体 

（コーディネーター）

ルーテル学院大

学大学院 

社会福祉学専攻主任 

教授 

和田 敏明 
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【 日目】 

  時 間 項 目 内容及び目的・ねらい 講師・説明者 

１ 
10:00-11:30 

（90 分） 

講義 

 

 生活支援コーディネーターの 自の

行 生活支援ニーズの と支援 

1.生活支援コーディネーター（地域支え合い推進

員）の 自の  

2.生活支援コーディネーターの 自の役割 

3.生活支援コーディネーターの 自の 行

生活支援ニーズの  

ルーテル学院大

学大学院 

社会福祉学専攻

主任 

教授 

和田 敏明 

 
11:30-12:30 昼休憩   

 

 

12:30-14:00 

（90 分） 

講義 

 高齢者に る地域ア ス ントの 法

について 

（地域 の 、社会 の 、地域の

生活支援ニーズの ） 

1.地域ア ス ントの意義 

2.地域ア ス ントの方法 

3.地域 体の生活ニーズの  

4.地域ア ス ントの 意  

日本社会事 大学

社会福祉学部 

福祉 学科 

准教授 

  

  14:00-14:10 休憩     

 
14:10-15:40 

（90 分） 
講義 

 サービス開発の方法について 

1.サービス開発の意義 

2.サービス開発の  

3.サービス開発のプ スと方法 

4.サービス開発の 意  

日本社会事 大学

社会福祉学部 

福祉 学科 

准教授 

  

  15:40-15:50 休憩     

 
15:50-1 :20 

（30 分） 
まとめ 研修の と 体総括 

ルーテル学院大

学大学院 

和田 敏明 

日本大学 

諏訪 徹 

神奈川県立保健

福祉大学 

中村 美安子 

日本社会事 大学
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（ ） 調査  

 者  
事 アンケート 292 （ 96.1%） 
研修 アンケート 351 （ 者の ）（ 88.6 ） 

 
（ ）事 アンケート  

 関 
加の 関としては中 支援団体からの 加が 42%と 多かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

のグラフは、 の を に  
 

 生活支援の 整備を推進する為に行っている活動に いて 
10 目ある中の 目（（ ）高齢者のニーズ把握、（ ）担い （ ランティア等）の活

動の の確保・調整、（ ）活動主体 の組 化・連 強化（ ）生活支援のニーズと地域

支援のマッチング、（ ） 民や活動主体の活動のニーズと地域資源のマッチング）では

関（関係者との連 ・共 がある） が 多かった。 
（ ）地域資源の状 把握では 関（関係者）との連 ・共 がある 、 活動の中で

把握している が多かった。 
（ ） するサービス・支援の 、（10） ・関連 関との連 ・ 共 （施策

立 に けた提 等）では、 地域や活動団体等で行っている会議による 共 の を設

けている が 多かった。 
（ ）担い （ ランティア等）の ・養成では 養成講 ・研修を実施している が

多かった。 
（ ）地域 民に対する活動の 及 では ンフ ット等の作成 が 多かった。 
 
 

17%

12%

42%

14%

14%

1%

１ (n=292)

の

22



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1

74

12

1

11

1

11

1

1 1 2

調査の

（ ） の

の

の

の

の

３（１） の (n=292)

47

1

1

7

1

1

1 1 2

調査の

（ ） の

の

の

の

の

３（２） の (n=292)

14

142

2

21

1 1 2

会

の

の

の

の

３ （３） の (n=292)

174

1 2

4

4

1

1 1 2

成 研

の

の

３ （ ） （ ）の 成(n=292)

1

1

111

17

1

1 1 2

（ ） の

（ ） 構

の

の

３ （ ） （ ）の の の 調
(n=292)

17

12

2

2

1

7

17

1 1 2

（ ） の

会

の

の

の

３ （ ） の (n=292)

14

14

21

7

17

1 1 2

（ ） の

の

の

の

３ （ ） の の (n=292)

1 1

4

22

4

2

1 1 2

（ ） の

の

の

３ （ ） の の

の (n=292)

1

12

12

1

1 1

の 成

の

の

（ ） の

の

３ （ ） の (n=292)

1 7

74

1

21

1 1 2

会

の

（

）

の

３ （１ ） の

（ ）(n=292)
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 の （ ） 
目の の の としては であった。 

（ ） 高齢者のニーズ把握 （n=11） 
コ ント 件  

⾏政として⽀援している  

となっている  

答  

 
（ ） 地域資源の状 把握（n=10） 

コ ント 件  
⾏政として⽀援している  

の   
    
 
 
 
 
 
 
（ ） するサービス・支援の  （n=26） 

コ ント 件  
⾏政として⽀援している  

機関との連携  

中、 定  

の   

答  

  

(2) の  
・ 年度市の「地域の居場所ガイド ック」発⾏ 
・ することを  
・地域福祉（活動） の 定や地域福祉コーディネーター研修講師として指 ・  
・団体⽴上 の 業 より 
・学 等 

(3) の  
・ ランティア、市⺠活動推進と担い⼿の 成 
・常にニーズに対応する型でしく をつくってきた のたすけあい、配 サービス、地域の の間 
・すでにいくつもの地域に不 するサービスを してきた  
・社協事 局内でのサービスの⾒ し 
・ しいニーズや先進事例を学 研修を開 している  
・ のよ なニーズにも対応している 「 らない」をめ している 
・地域福祉コーディネーター活動を して場づくりをしている 
・ 員会での をもとに⼿ を 成した  
・サ ン講 等を開 し、 業したい⼈や活動したい⼈を発  
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（ ） 担い （ ランティア等）の ・養成 （n=46） 
コ ント 件  

活動の中で している 11

⾏政として⽀援している  

中、 定  

機関との連携  

の  11

答  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ ） 担い （ ランティア等）の活動の の確保・調整（n=17） 
コ ント 件  

⾏政として⽀援している  

中、 定  

活動の中で している  

の   

答  
    
 
 
 
 
 
（ ） 活動主体 の組 化・連 強化 （n=10） 

コ ント 件  
⾏政として⽀援している  

中、 定  

の   

答  
 
 
 
 
 
 

(5) の  
・介護⽀援 ランティアの ・ することを  
・ しよ としている 上⼿く⾏っていない 

(6) の  
・社協の ランティア協議会 ある            ・上⼿く進 でいない 
・あると 把握していない               ・市 成している ランティア等への参加  
・地域福祉（活動） の 定やコーディネーター研修の講師として指 ・  
・よいシステムに ってきているので県内に ウ ウ をして、ネットワークを したい 

(4) の  
・市町村社協での 成⽀援 中⼼である       ・社協 定 
・活動 と活動の場の提供・確保          ・⾏政からの ある 
・介護⽀援 ランティア活動事業の         ・ ⾏っていない 
・ ランティア講 の講師をすること ある        ・ ーな からの 介 
・専⾨職の について議 している          ・会員の をおこなっている まらない  
・地域福祉（活動） の 定やコーディネーター研修の講師として指 ・  
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（ ） 生活支援のニーズと地域資源のマッチング （n=21） 
コ ント 件  

⾃団体内で   

⾏政と連携している  

⾏政として⽀援している  

中、 定  

の   

答  
 
 
 
 
 
 
 
（ ） 民や活動主体の活動のニーズと地域資源のマッチング （n=22） 

コ ント 件  
⾃団体内で  10

⾏政として⽀援している  

機関にて している  

中、 定  

の   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(7) の  
・ 所事業対 者に 定的に  
・ ッ ン の⽀援を⾏っている事例である 
・情報交換・コーディネート 
・ の課題 

( ) の  
・ ランティア、市⺠活動センターの  
・地域福祉（活動） の 定や地域福祉コーディネーター研修講師として指 ・  
・ 的に⾏っていない 
・住⺠ ア け（ まい ）の調整もある 
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（ ） 地域 民に対する活動の 及 （n=30） 
コ ント 件  

や広報 等の活⽤  

⾏政として⽀援している  

スコ 等の活⽤  

⾃団体内で   

コ   

の   

答  
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ ）行政・関連 関との連 ・ 共 （施策立 に けた提 等） （n=31） 

コ ント 件  
⾏政との連携 ある 10

各 員会へ参加している  

関係機関との連携・ ある  

⾏政として⽀援している  

協議中、 定  

の   

答  
  

(9) の  
・住⺠主体による活動の場の提供 
・ワークショップ 
・住⺠ 会や講 な において指 ・  
・上⼿く 発できていない 
・住⺠までに 発するにいたっていない 市の活⽀援 発事業による 教 にサポーターとして組

織内 ランティアを参 さ ている 

(10) の  
・ 市介護保険改定 定 員会部会  
・地域活動⽀援コーディネーターの を受け活動している や地域 でのネットワークに
参加 
・地域福祉（活動） の 定時に指 ・  
・ さらに 的に場を けていきたい 
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1 %
4%

7%

14%

%
12%2%

1%

2%
%

4%

３の の
(n=292)

の

の

の

（ ）の 成

（ ）の の の

調
の

の の

の の

の
の

の （

）

 く推進できている の 
生活支援の 整備を推進する為に行っている活動で く推進できている のとしては、 

高齢者のニーズ把握 、 担い （ ランティア等）の ・養成 、 活動主体 の組

化・連 強化 が に がっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
具体的には であった。 

も上⼿く推進できているもの （１）⾼齢者のニーズ把握 
⽇本⼤ 、 ランティアに関する機 の⾼まり られること、 に ・ 者を め地域住⺠の⽣活を⽀

援する⽬的で配置している「⽣活⽀援 員」と⺠⽣ 員や専⾨職 ーム等関係者との協働・連携により地域住⺠
（特に⾼齢者）のニーズを把握するシステム されてきた  

在も進⾏中のため、成 例と えない 、多職 の 会を定期的に開 しており、 の中で たな連携 ⽣ま
れ、協議している 題に たなサービスの けづくりに発 している  

つ 地域住⺠を主体としたイ ントの開 を⾏い地域単位の協議体の 置につな よ とするワー ン 、 
も つ の 置を協議するワー ン 、 ⽅ に専⾨職、⾏政、 会等 参加して協議を進めて く
定をしている 
ケア ネジ ーとしての活動の中で にニーズを いている  

地域包括⽀援センターによる⾼齢者 把握と地域の住⺠ 会等 
⽣活⾏ 上 ネジメント（⽇本 業 法 協会 成）を活⽤して、⽇常⽣活における具体的な課題等を し、
本⼈・ 族ならびに⽀援者 「いつ・ こで・ を⾏ のか」明確に す ー あります ⽤例として 、 や での

しかありま 、⽣活⽀援を⾏ にあたり全てをお⼿伝いするので なく、本⼈の⾃⽴⽀援を促す⽬的としているの
で応⽤できるものであると考えております  
2011 年 県⺠⽣ 員 員協議会 主となり、各市町村⺠⽣ 員 員協議会、 県社会福祉協議
会、明治学 ⼤学の協⼒により、県内全市町村において ⼈ らし⾼齢者の⽣活と意 に関する調 を （ 本
調 ） の調 結 を関係機関へ提供するとともに れあい・いきいきサ ンの担い⼿ 成研修や地域社協研修会等で
伝え⾃らの地域を っていく上での参考資 としていた いている また、本年度 の調 結 を まえ 上町において
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も上⼿く推進できているもの （１）⾼齢者のニーズ把握 
訪 調 を した  
（１） 事業所 の⾼齢者にニーズ調 し、 の結 まる場所の提供として健 ージ ン教 を （ 在

の⽅ 利⽤） 
（１）アンケート調 によりニーズや意 調 を した 地域の連 や 所の⼿ け等について把握できた ⼿法

地 住協（地 社協）を活⽤して調 した  
⽇常⽣活圏域ニーズ調 を 4 （ に した⾼齢者 2 700 ⼈を対 に し、2 2 0 ⼈より

答 ）業者 にて分 を⾏ない、圏域 との特徴とニーズについて分 を⾏った 分 結 から地域ニーズを把握
し、 につな ること ま できていない  
⾼齢者のニーズの把握について 、⽇常⽣活圏域ニーズ調 の や⾼齢者の 訪 を ての 把握事業、
地域ケア会議を て把握すること できている  
⽣活圏域ニーズ調 を活かし、⽣活⽀援サポーター 必要な を すこと できた （ で受けたいサービスニーズ
の把握 できた） 
⽀え合い ップづくりを ての地域に不 している⽀援の い上  

年、介護保険の事業所として、全利⽤者と 族へのアンケートを している 在の り事 けでなく、 への不
安や の 、多様なサービスな を き すよ にしている 重度者から地域包括⽀援センターでの 付者ま
で、重〜 度の幅広い⽅から を いている  
（ り組 始めた かりで上⼿くいっている事例で ありま ） ケースの内容を分 し、 の多かった や

の対応、連携について地域の専⾨機関、地域住⺠と研修な を⾏ よ している  
本会 ⾏ 各 事業（地域福祉 利 護事業・成年 ⾒事業・資 付事業・介護サービス事業等）において、⾼
齢者と 関 り⽀援する中で、⾼齢者の⽣活⽀援ニーズ 的把握しやすく、 やかに各 サービスの情報提供や

介等を⾏っている  
本会 ⾃治会単位の⾒ りネットワーク事業の推進を びかけ、 年⽬の 年度 74 200 の⾃治会で⾒ り活動

されている 住⺠ の⾒ り活動により、⾼齢者の の課題 ⾒えてきている 課題 ⽉１ 度⾏
れる⾒ り会議で報 され、 に けた し合い ⾏ れる ⾒ り会議に 専⾨職（ケア ネ・コ ニティワー ー・
地域包括⽀援センター職員等） に参加し、情報の られている  
平成 23 年度に地域包括⽀援センター職員、ケア ネジ ー等に対して⾏ったニーズ調 により 
① 介護サービス 始まると、 まで関 っていた の⼈ いていくこと 
② 地域資源の ップ あっても活⽤されていないこと 
③ ⽀援者 社会資源の把握 分にできていないこと 
④ ⽀援者 イン ー な社会資源の開発の⽅法 から 、また、⺠⽣ 員 なのかも から っていること

明らかになった  
⼈からの により、⾼齢者の ⼈ らしの⽅への し ⼿をしたいとい 多いことから、 ランティア講 を

やるよ になった 、 と ランティア ープをつくり⾼齢者 へ ランティア活動するよ になった  
年 、 ランティア ープ ープ になり、 ープから要 もあり連 会を⽴ち上 、ス アップや情報交換

を⾏ よ になった  
イン ー サービスについて 、⺠⽣ 員 員協議会や地 社会福祉協議会との連携の中で把握を⾏い、
配達や配 等の 業情報について 、受 している地域包括⽀援センターの活動を して把握し、 業情報等で 開
の 意を た情報について 本会の ーム ージ上で 開を⾏っている  
（１）居場所（コ ニィ ）にやって る⼈ から地域のニーズ ⾒えること 多い  

間部に住 ⾼齢者 の ⼈ くなり、 された つ状 になりかけた の協⼒者の 報で訪 ⽅の
族の協⼒もあり、介護 定にもかからない⽅であった ⽣き いサ ンへ結びつけ、 をとり した  

福 県の市町村にアンケートを しており、アンケートを っていく中で、 との連携や を けている 
市と協働で⾏っている⾃治会単位で⽣活⽀援サービスの担い⼿を することを⽬的とした地域お の間 事業
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も上⼿く推進できているもの （１）⾼齢者のニーズ把握 
を推進するための になるニーズ調 をすること できた  
要⽀援者に対して、全 調 を している  

所介護・訪 介護のサービスを利⽤している要⽀援者に対して、全 調 を している  
担い⼿（ ランティア）等の発 ・ 成・ 学 の ランティア ープに働きかけ、⽣活⽀援サポーター 成講
（年、 シ ーズ） できた  
市の包括⽀援センター・ いきいき課 の協⼒で広報も広 った  
５年 から特 に地域ケア会議を ち、（不 するサービス・地域資源 ）について し合い、 成講 につな り、

サポーターの活動 ある  
地域福祉活動 の 定のプ セスにおいて、 調 、住⺠ 会、 き り調 を したことにより、 的な
ニーズと ニーズを把握すること できた  

している居宅介護⽀援事業や 多機能型居宅介護事業等の利⽤者、 ⽇ からの や 所による
内容により地域住⺠のニーズ 把握しやすい 定期的に地域の⺠⽣ 員や住⺠と し合 場をつくっている 報に

の 在を し、 で住⺠に伝えている  
⾼齢者のニーズ把握（アンケート調 ）により、地域資源の状況把握・不 するサービス⽀援の ・担い⼿の発 ・
活動の場の確保・調整・組織 ・連携 等、⽣活⽀援ニーズと活動の 発情報 、関連機関との連携につな

る  
例 安 確 ⾒ り⽀援活動で 、介護 いき いにつな っています  

訪 会 サービスの ：⾼齢者等 で ⽴から調理・会 、地域の ⽼⼈等 担い  
プランターに 野 を えよ ：⾼等⽀援学 と地域の さ との協働 
市町、 機関より情報を している 、特に県 指定している県 ビ テーション⽀援センターおよび広域⽀援センター
の活動、調 により把握している 
１ 年 より の で ランティアをしな ら 法⼈ を し、介護保険の事業と ランティアを 時に⾏って
いる  
第 期介護保険事業 び⾼齢者福祉 の 定にあたって、アンケート調 を し、⾼齢者のニーズ把握を⾏
っている の地域包括⽀援センターを しており、要⽀援者のケアプラン 全て に包括⽀援センターで
成しているため⾼齢者の⽣活状況と のニーズを把握しやすい環境にある  
また、⽇常の 対応や の との情報 を定期的に⾏ 中で 把握を⾏っている ⾏政内の の部
との連携 とりやすい なお、介護 事業を⾏ 中でシニアクラ や事業参加者を して 意⾒を する機会 多
い  
市全域で ない 、市をいくつかの福祉圏域に けた中の、 も⾼齢 の進 地 で、ま 全 対 の⽣活
を調 アンケートを⾏ない、 の結 り ニーズで 上の⾼齢 対 に、⽣活に関するアンケート調 を

きとりでおこなった  
（１）各⾏政 の役員会へ し、主 説明、協⼒要 を⾏った 

（１）地域⽀援事業で介護 事業を しており、市内１ １ ⾏政とで⾼齢者のニーズ把握な を⾏っ
ている  

 
も上⼿く推進できているもの （2）地域資源の状況把握 

地域包括⽀援センター主体で、圏域内対応 能なイン ー 情報を し ⼦にしている 定期 ・修正し、市
内の全居宅事業所に配 地域住⺠の多様なニーズに 答できるよ になった  
本 団 県内の各地域における、地域における⽀え合い活動として、 居場所づくり に り組 でいる関係 ープ・団
体 把握しており、県⺠に対する 発のための資 等も 成している  
しかしな ら、市町村 において、地域の のニーズに基づいた地域⽣活⽀援サービスの振興について 、 念な
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も上⼿く推進できているもの （2）地域資源の状況把握 
ら の課題となっている  
⼤分県で 地域ケア会議（ 県和 市 デ ）を推進しており、 ケースでの を重 る中で、地域課題の
り を⾏政と で⾏なっている  

と ま できていない状況 できたものとして、介護保険サービス居宅⽀援事業所部会にて⽣活⽀援（ い 、
配 に関するもの）に係る社会資源の整理を⾏った コンビニ、 ⼈ 、ネットスー ーな 多く活⽤できるもの 把
握できた  
社会福祉協議会 ⾏ 地域福祉活動の中で、地域を め各関係機関との連携やニーズ把握 できている 地 社会
福祉協議会を中学 から 学 に ⾏し、地 担 者を置き、 な 学 との地 社会福祉協議会の
活動を⽀援することで、地域資源の状況も すること できている  

在進⾏中 ランティア（ 所福祉活動事業）と地域包括⽀援センター、⾏政等とのワークショップを開 たくさ
の意⾒ ました 、市⺠の⽅、包括、⾏政等とのワークショップ開 定 地域のコ ニティ、社協、包括と
で、地域 社会資源について会議を開 定（ 単位）（ ⽉中に） 

市において 、地域社協単位で、 県の「県⺠交 広場事業」を活⽤し、活動 の整備を め、住⺠参加
型の れあい や 交 な の り組 進められ、 れらの活動に 地域活動⽀援コーディネーターとい 役⽬
で活動をサポートに関 っている また、この交 広場 の についての情報交換の機会も て、 成期間
り、⾃主 していくための ウ ウも する け てきている ここから⽣活⽀援への り組 へステップアップし
てくこと 期待できる  
住⺠⽀え合い ップを い、地域中での要援護者を地域で⽀えていくための住⺠の り組 ⽀援を進めている サービスを
利⽤していないため専⾨職との関 り なく、待ちの姿 で に ない ⽴し ちな要援護者を地域の中の になる
⼈として発⾒し、住⺠で⽀え合 体制を る り組 を進めている のステップとして、 の課題を地域課題として
え活動に結び付けて⾏く  
⾼齢者べ り の 成（地域資源の ） ⽉発⾏ ※⾼齢者サ ン、⽣き いづくり ープの活動内容、開 ⽇
連 先を  
ワークショップを⾏って地域包括ケアに必要な社会資源を ップにした （⾏政との連携） ５年 ⽉ 在 
連 の ⼈会 ⽉ にあり、 の場での意⾒交換する に れ れ つ地域ニーズや社会資源、また活⽤例な
を し合っている のことで、把握 できたり の団体との交 ⽣まれたりする 

地 住協 とにネットワーク会議を年 〜 しており、 の中で要配慮者の情報や資源等の情報 を ってい
る  

利組織（地 組織・ ランティア ープ・ ・協 組合等）の社会資源の訪 き り調 を⾏政機関に
先 け、各 社協とともに 社協職員に のコーディネート業 も想定して、各組織とのより な関係づくり
を⽬指した  
 

も上⼿く推進できているもの （3）不 するサービス・⽀援の  
している地域の⾼齢者の⽣活⽀援ニーズの把握や、不 している⽣活⽀援サービスを把握するため、 社

協で の地域へ役職員 かけ、 ⺠ 等で住⺠や⾼齢者との「地域づくり 会」を開 し、意⾒や要 を く機
会を った  

の結 、この地域の⾃動 を たない⾼齢者の い 時の⽀援ニーズ あること 明 に、年 間
であったため「 の い ⽀援 ス」として し、 参加され⼤ れた このサービス のためのニーズ把握
からサービス提供まで 成 事例でもある  

地域対 事業に関して、⾏政・包括・ ・地 団体と ーラムと協議会を り活動、⼤学と連携して介護
教 とサ ンを開 、在宅 を推進するために地域 けの研修会の開  
定期的にサ ン、 の開 の 成、 動サービス、 等の⽀援・ の⼈を地域で⽀えるためのネットワー
クの 中 
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も上⼿く推進できているもの （3）不 するサービス・⽀援の  
住⺠による の けあい「ま こ プ」（平成１ 年〜） 

職者 性による の配 サービス、安 確 「ま こ ）（平成 年〜） 
の にかか ら 、 から⾼齢者まで参加できる居場所（平成 年〜） 

「地域の の間」サービスの利⽤者で なく 場の利⽤者として受 の 在なし（平成 年〜） 
を活⽤した居場所、不 な を活⽤し介護 講 「 ちの 」（平成１５年〜） 

⼿の平の を⾒ あって連携「 ち ま ネットワーク」（平成１ 年〜） 
多職 連携⽇中働いている⼈の「 の の間ネットワーク」（平成１ 年〜） 
⾼齢者、 者、⼦ て中の⽅の⽣活に り って活動を 開すると、⽣活者の様 な り ⾒えてくるので、 の り
を会員全体で していく先に 、 の利⽤者のニーズに重なり、このニーズ しいサービスとして利⽤者すべての会員に

き、あたり のサービスとして定 されていく様にしている  
平成 年度から地域⽀え合いの 組 づくり「くき サービス」を 会、 ード事業協 組合と連携して、
活動ポイントを 品 と交換し、 の活性 を る また⽀え合いのシステムの必要性を、住⺠ める機会に を
して伝えた 地域を⾒ り、発⾒とつな システム「福祉 員」の と地域 との地域アセスメントを  
地域住⺠による⽀え合い活動（地域 定）活動内容 、 り、 の交換、 い の付き い等の制度 サービ
スコーディネートな 全て地域住⺠ 担っている  
地域住⺠ のつな りづくりを⽬指し、居場所・ ・⾒ り事業を ち し、地 組織である学 社協組織に 社
協とともに提 多くの となる  

学 において、地 組織、⾏政、社協、⼤学等の連携により、地域 の考え⽅も しな ら、地域の⾼齢者
等の⽇常⽣活の り とを、 地域の住⺠ サポートする⽀え合い活動の 組 をつくりました  

様の連携に ランティア 加 り、 地 での ⽀援の 組 をつくりました ※た し、上 つ 部地域にと
まっており、 の 課題です  
⽇本⼤ の 者⽀援で、サポートセンターの 置と こで働く「⽀援員」「⽣活⽀援 員」の役割 の⽅

の ⽤ 主 、研修の体 を り、「 り い型⾒ り」機能でアセスメント⼒を発 し、制度・サービスへ「つない
り」、地域での⽀援を （ 住宅等の⽀援として）  
たすけあい活動を始めとして、 い介護 の開発と ッションショーの 、 サービス（介護タクシー、福祉

）の 交 省 定講 機関の 置 しま サービス⽀援センターの ⽴な 「地域の った」を⾏政
や ⼈に る けでなく、 能な り⾃分たちの⼿で開発してきたこと  
⾒ り活動・ ５ の とり らしで介護保険を利⽤していない⼈に対し⺠⽣ 員の協⼒でアンケート・ 在の社会資
源につな 地域とつな （⺠⽣ 員に すると「安⼼ ット」を配 ）・地域とのつな り ⼿な⼈に安⼼協⼒員によ
る定期訪 と安⼼コー （ ）の ・ もつな らない⼈ 配達、 ガス 道等の訪 事業５５ 事業

⾒ る ・ に定期的なサービス⽀援に対して 「⽣活⽀援サービス」を （ きこもりの 者にも協⼒しても
らっている） 
・介護保険制度、 の 的制度で えない⼈ あるい 要介護 定等を受けている 、制度上 えない内容等に
対し、地域住⺠ ⾃分の特 等を活かし、 り とを えている対 者を⽀援する 組 を全県で 開している 県内

市町中 在１５市町まで ⼤ 各市町に をつけ○○ネット（例：やまびこネット）の で活動 散
の付き い、 間等の 、 し ⼿、 事 り、 い ⽀援な 、利⽤者のニーズに合 、 の利⽤者 担
（ ）で 県社協 を り、各市町社協で 情報 の の ン づくり、また市町単位での協⼒
員研修（ 、 ）、県域研修、 活動、県域での市町社協担 者研修な を定期的に している  

のニーズ（ 居 ： ）から地域ニーズ（つな りの ）と え、地域住⺠や福祉関係者の なら
、 配達員な 、 業の協⼒による地域の⾒ り体制を し、地域福祉活動を推進しています これまで

件 件あった 、 と 「 ⽇たまっている」とい 内容に関係者で対応を り⼤事に らなかった も
⽇ の⽣活の中で、 しでも こに らす住⺠や関係者 、 い様の 神で に けられるよ な を
⽬指していく またタクシー・宅配業者等へも事業協⼒への を びかけて、⾒ り⽀援体制を地域 る で してい
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も上⼿く推進できているもの （3）不 するサービス・⽀援の  
きたい  
県内各地で⾏っている 地域ケア会議の に、 在不 しているサービスの や、 必要となってくるサービスの
を⾏っている 地域包括⽀援センター等の職員 、住⺠と する にニーズを くことにも意 を け、 り組 でい
る （県内の 部の地 ） 
・住⺠主体によるサ ンや 会⽴ち上 ・ を り にした住⺠主体による安 確 シ ーション 
地域包括⽀援センターで 課題から地域課題を把握し、⾏政への提 を⾏った （ ⾼齢者の 体制、

⾼齢者の ）包括⽀援センターの⽴場で 提 を⾏った ⾏政として提 したことについての り組 在 定 
年 から、社会福祉協議会を き で、 で「サ ン講 」を開 している 業を考えている⼈（事業者・
ープ・ ⼈等）とサ ンで活動したい⼈に、サ ンの ッション・ ウ ウ・活動者の ープづくり等を指 ⽀援し、講

もサポートしている 
・平成 年度に⾏政から を受け、地域づくりの研修会を開 した 結 、地域の介護タクシー、サ ン活動 ⽴ち
上り活動している 研修会で、町内会、地域包括⽀援センターと連携して⾏っていた 在も協⼒体制 ある  

法⼈で １ 年に 市 町で 、⺠⽣員等であったら いサービス、活動等について した の
結 「 居場所 あったら い」 の の地域のニーズであった 法⼈を中⼼に⾏政、 の 等と住⺠の
を重 、 ５年１⽉に地域の居場所を開 した  

社協と地域包括⽀援センターと 連携しな ら、地域団体や関係機関と協働して、地域市⺠によるサ ン活動の⽴ち
上 を１ 年に たって り組 でいる  
担 内にある⾼齢 ⾼い県 団地の くにあったスー ー 平成 ５年 ⽉に し、 ⾏能⼒ した
⾼齢者 い に る状況となり、⾃治会 や⺠⽣ 員から い 者に対する対応 あった ⾏政職員より

本市 ⾏っている 動 についての情報提供 あり の役員と に団地での 動 について働きかけを⾏
い、 １ の定期 につな った 在 、 ⼤型 ンションや 本市 ⽀ を めた か所で 動
を⾏っており、 所に住 でいる⾼齢者 にも⼦ て や を った⽅な 多 の⽅ 利⽤されている  
 

も上⼿く推進できているもの （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 
地域住⺠による地域健 教 の⽴ち上 ⽀援  

年より、各地 に、住⺠の健 づくりや、交 の場となる に、教 の⽴ち上 ⽀援を⾏い、 在、 所におい
てお 係を中⼼に教 を開 している ⾏政として 、年 〜 ⽀援を⾏っている 地域の状況に応 て、 、内
容等各教 で している  
介護保険サービスで れない⽀援（ し等）をしてくれる ランティア 成・  
・ い者⽀援機関と連携を⾏い、 ⽤、 ランティアを ・活動地域で地域会議を している 
担い⼿の発 、 成のために「 れあい、⽀えあいのまちづくり推進事業」として、 市との ランティア 成のための 働
事業 スタートしたとこ です 「 福祉 っと 協議会」を ⽴（１ 団体）し活動を始めました 利⽤者のニー
ズ調 や、地域連携、資 調 や ランティア発 のための研修会、 介護保険制度の学 会を考えています  

成講 の ・ について、社会福祉協議会や 介護課な 機関と 分な連携 とれている  
⽴に し「⽣ ⼤学 」への 、担い⼿の発 に  

⾏政 地域の ランティア ー ーを 成していくとい ことで包括に の講 ラムを提 さ てもらい、受講者
研修 にサ ン⽴ち上 や ランティア活動を⾃主的に⾏ ことになった  

平成１ 年度より、町 ⾃に介護 サポーターを 成している 年間 講 を所定の 受講できた⼈を町
から町のサポーターとして 状を している 年度 在 あまりの⽅ 成されている １ 年度の修
時に 者を り、サポーター活動につな るために 員会を⽴ち上 た の中から、いっ く広場（居場所）やお

ランティア（ ）、 、資源 ップ な ⽣ された  
常に包括 ⼦役に徹し、サポーターたち あれ いいと っていたり、⾏いたいと っているよ なことを具 するよ な

で推進してきたこと サポーターたちの主体性を て⾃分たちの活動であるとい 意 を った活動につな っていると
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も上⼿く推進できているもの （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 
の中でこのよ な活動事 ⾃分たちの につな る活動であるとい づき、 ・ の での びな を

体 すること を⽣ していくことにも、住⺠とともに⾏政 である包括も づけた 平成 年度から 介
護⽀援 ランティア制度を し、 ランティアを⾏ ⼈の を ５ 上の な⾼齢者として広 、町内 にも

ランティア活動の受 機関となってもらった また、サポーター活動⾃体もポイントになるとい 組 とした 年度
あまりの⽅ している  

、総合事業にも役⽴てたいと考えている さらに地域のネットワークをきめ かく多くの⼈ 活動に参加でき、また、
⼈ っちや こもりをなくすために「⾼齢者まちか っと 事業」を開始している 対 者 要⽀援 者

を め、地域の⺠⽣ 員、社協、包括等からの情報で⾒ り 必要と れる⼈となっている 在、協⼒員を し
ている 的に サポーター、介護⽀援 ランティア、各 団体の 者等 協⼒員になる想定である ⾃発的な
や意 を⼤ にし、受動的な姿 の ランティア活動にならないよ に配慮していく 定である 年度、本事業に対する
協⼒機関も の 定であり、また町の社会福祉協議会 地 担 制を する 定なので、全町的に 地域 との
⺠⽣ 員、協⼒員、担 者とい されていくのも を びてきている 上の活動を して かったこと 、
住⺠意 を てることに り組 こと、 った住⺠の意 を にできたこと、意 を った住⺠ 町内各所にいるよ にな
ったこと、能動的な活動にするために包括 あくまでも ⼦に徹したことな あ られる ⾃治会単位の さな地域の中で
サポーターたち となり、 地域ならで の⽀え合いの動き ⾃ に主体的に⽣まれていることも⾏政 にとって 常に

になっている  
賀中部広域連合で 平成 年１１⽉より介護⽀援 ランティア 、 め された介護サービス事業所でサポーテ

ィア活動を⾏った場合、 の活動 に応 て換 能な活動 ポイントを付 する「サポーティア事業（介護⽀援
ランティア活動事業）」を しております サポーティア⾃ の社会参加活動を した介護 を⽬的としております 、

地域⽀援の担い⼿として⽣活⽀援活動等に関しても を⾏っていきたいと考えています  
多 ニ ータウン特 の 題である サポートに を て、多 市としての⽀援体制を することを⽬的とし
て、 年と 年に多 市からの を受け、「⽣活⽀援サポーター 成研修を 多 市広報 な
の広報により、 のサポーター ⽣ 

社会福祉協議会の中に ランティアセンターを 置しており、 年様 な ランティア 成講 を開 している 在の
を えており、 ランティア活動への 成 交付、 ー ー 成、 ッ ン な を⾏っている 特に、

会で ケア ネジ ー 要介護・要⽀援者の⽣き いづくりのために、ちょっとした を えるための「 え 活動」を
⾏っており、 のための ランティア 成を ランティアセンターと協⼒して⾏っている  
⽣活⽀援とい からすると、地域福祉の理 か ないと考える 本県で 、平成１ 年度から地域福祉コーディ
ネーターを 成している （ 、 、⾏政、社協等）関係機関 にで ある 、地域を 野に れた活動の
あり⽅について考え めており、 の活動に期待できるものである  

ランティアセンター び ランティアセンターを常 することにより、 ランティアのコーディネート しやすくなり、 成に
もつな っている 

の⽣活⽀援に特 したもので ない 、「健 りサポータ 成講 」を圏域 とに し、 の 会として各
のサービス・制度説明・社会資源 介やス アップを っていた くための⼿法 介な を  
学 を基本単位とした住⺠ の組織 の中で、⾼齢者の⾒ り・ け合い・ し合い つの 組 により⽣活

⽀援活動を⾏っている の活動を担 ため、５ 〜１ に１ の 活動者を地域の推 等により さ 、
に活動者のための研修体 （ 〜 〜 ー ー等）を確⽴し、住⺠活動を⽀援している  

団体として、全 各地の団体 ⾏っている  
より ランティア 成講 を し、住⺠ の いの場の担い⼿となる ランティアの 成等を している 、
、より多くの⽣活⽀援のニーズに応えられる ランティアの 成 められる  

・ れあい、いきいきサ ン活動 住⺠主体による介護 活動 び⾒ り・ れあい、コ ニティ・ケアネット １ 地域
住⺠ 主体となり する⽣活⽀援（ け、 しの協⼒、 、 し ⼿等） 
県とともに担い⼿の 成をしている  
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も上⼿く推進できているもの （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 
地域で活 する⼈ の 成を⽬的として 平成 年度から広 県⾼齢者健 福祉⼤学 （プラ ⼤学）を開

してきた 、平成 年度から 市町と連携して することとし、地域課題の に資する ラムを市町 とに
成して している  
の つである府中市で 、テー を「プラ ※のための ン ービジネス 業」とし、⾼齢者の 業に役⽴つ講義

等を⾏っている 市で 、⾼齢者の「⽣き い 労」につな る事業を始める事業者に を交付する事業を平成
年度から始めることもあり、プラ ⼤学の受講⽣ 、修 、⽣活⽀援サービスを⾏ 事業体を⽴ち上 ることも期待

できる  
※広 県で ５５ 上の⽅を いつまでもプラ のよ に き けていた きたいとの いを めて、プラ

と している  
シニア ランティア 成⽀援事業 成講 、事例 会、情報提供、調 を 、県⺠の要 に合った ランテ
ィア活動として、平成１ 年度より⾒ しを り しな ら、 在まで している  
全 各地の会員団体の多く している 

な⾼齢者 な⾼齢者を⽀援 ま っと 動とい プ ラムを って、地域住⺠（しかも、 と ⾼齢
者）主体の健 教 を 年に たって している １⼈ らしの⾼齢者な こもり ちの⽅、 度 の さ

と介護している主⼈の の参加の例もある  
県で 、 の発 から 者⽀援員の 的な研修を⾏っている 受講者 多 に でいる 、 在

者⽀援を⾏なっている者 、 に⽀援員としての役割を た るよ に成 している ⽀援員等の地域の⼈ を担い
⼿（ ランティア等）としての発 ・ 成講 ・研修等にこの を⽣かすこと 重要と考える  
介護保険 サービスを中⼼に⾏ 訪 サービスを り訪 するサポーター けの研修を⾏った １ の研修で の講
議 ーティン を⾏い、訪 ー、介護保険、⾼齢者の⼼ について等を学  
・福祉 員等の配置：県内 （１ 市町の ち１ 市町）町内会単位（５ 度）に１ の割
合で福祉 員を配置し、 な地域での⾒ り体制を基 （⼈）づくりをすすめている 部 で 、町内会 と⺠
⽣ 員、福祉 員を主要 成員とする 地域ネットワークの組織 進 でいる地域もある ・地域福祉援 を担
ーシ ワー ーの 成 地域援 を担 ワー ー（社協職員）のス アップを る体 的な研修課 を平成 年
度から し、 べ い修 者を している  

分と えない 、 ランティア研修、地域への 発活動等により、ある 度の担い⼿の発 につな っている  
⽀援に 動サービス団体の や県域ネットワークの 成と ランティアの研修を⾏っている  

・⽣活⽀援・介護⽀援サポーター 成講 の ５年１１⽉ ⽇〜 開 １ 年 ⽉〜
定１  

⾏政、地域包括から され、 ランティア 成、介護 ー ー 成研修を し、 の中から⾃主活動 ープへと
つな ったケース ある  

サポーター講 を りにステップアップ講 を け、担い⼿ 成 すす 活動を 開中 （シ ーサポー
ター、 ー ドサポーター、シ ーサポート な ） 
市町と協⼒して介 サポーターを 成し、地域の活動につな ている 特に 市で シ ー⼈ センターにコーデ
ィネーターを置いて、⼈ センターで介 の⼈ を 成して、地域の めに応 て、定期的（ １ ）の教 を開

している  
⾏政、社協等との協働で開 し、事業者とのつな りも た  

ランティアを 成、 センターで し組織 センターで、 関間からの情報や センターでニーズを発 し、
ッ ン し、コーディネートし している  
1.専⾨ 事業の これから居場所づくり等 け合い活動に り組 たい⽅を対 に、内容に応 た専⾨ を

する 2. ッ ン ⽀援事業 これから居場所づくりに り組 たい⽅を対 に、事業 への や様 な情報提
供の 、 定された事業 について 、プ ンテーションの場 での協⼒者の 、 ッ ン 等を⾏  
平成 ・ 年度に⾏政や社会福祉協議会事業として、サ ンサポーターや地域 ー ー 成事業を この 成
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も上⼿く推進できているもの （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 
講 を受講した者 、「地域のために役⽴ちたい」「 の⾃分のために必要」と、平成 年 ⽉に い・サ ンである

の を⽴ち上 ⾃主活動として に市内に活動を広 、平成 ５年度 で、⽣活圏域１か所 つの
所と、 でこ まりとした場に いている⽅のための１か所の合 ５ 所で活動している 社協として 役

と ⽅⽀援を 中  
（おたすけサービス）⽇常⽣活に⽀ ある に対し、⽣活⽀援サポーターを して、 事等の⽀援を⾏ ことによ
り、利⽤者の⾃⽴と⽣活の質の 上を ることを⽬的に  
全 各地の会員団体の多く している 

５年 より「地域福祉推進員 成講 」を開発、開講 研修（ ーアップ・ ・ ・１ ・ ス スケア）を
在も しており、 を える⼈ を 成 また、 の⼈たち 全 様 なとこ で担い⼿団体として活 し

ている 社会⽀援協会 （全 組織発 ） ⽇本ケアシステム協会 組織された ネ の
ま こ サービス けます にて本制度改正について、これまで 開してきた事業 のまま とりあ られたと する者も

なくない  
 

も上⼿く推進できているもの （5）担い⼿（ ランティア等）の活動の場の確保・調整 
⽣活⽀援を⾏ ための基 整備を進めるために 、⾏政 に明確に位置づけるとともに関係機関の連携と、推進主体
を明確 し、 れ れの機関の役割分担を るとともに、地域福祉の担い⼿でもある「地域住⺠」の主体的な参加と協⼒
体制を すること  
本市において 、市の と、 れを具理 するための⺠間の活動 連動し、地域住⺠、⺠間福祉団体、社協、
⾏政の役割分担を明確にするとともに、市内（ ） 学 圏域 とに、「 域福祉ネットワーク」を 置し、住⺠主
体による「⽀え合い・ け合い」活動を推進しています  
平成 年度から り組 でいる介護 事業に関係し、市⺠サポーターを⼤学と⾏政で 成し、 １ の市⺠
サポーターの 成を⾏っている こ して 成したサポーター を り、 ⾃に体 教 の開 を⾏ とともに、市⺠
の体⼒ 定な 、⾏政の 事業を 市⺠の介護 の場な を提供している  
配 サービス事業における調理 ランティアの活動 （⾃団体の事業の つ） １５ の ランティア（ ランティ
ア） 活 中 ⽉〜 の 、 を調理 市 による サービス事業と合 、 ⽇ 〜 を配達
主 の調理による「 の 」  
住⺠による地 社会福祉協議会の組織 を進め、市内１ の各地 において、 れ れ住⺠ ランティア等により⾼
齢者の⾒ り・ け・安 確 、 れあいサ ン開 な の活動 進められている  
地域を活性 する たな福祉活動の や⾒ り活動、地域⽀えあい活動（お け 等の⽣活を⽀援する活動）等
を住⺠主体で 開する事業を している また、地域の な に、住⺠による総合 （ 所 ランティ
アコーディネーター）を 置しつつ、 れを⽀える関係機関・団体等のネットワーク 成に り組 でいることも特徴である
平成 年度より ランティア活動を した⽣き い りと介護 を⽬的に介護⽀援 ランティア事業を で
の ランティアについての し、定 してきたため、 在宅での ランティア活動を り れていきたい  

団体 、各 にコーディネーターを置いており、利⽤者のニーズに対して 、的確に ッ ン できるシステム ある  
平成 年 ⽉に 市から を受け意 的に け合い事業を 厚 全地 と ⽥ の１部、１５ ⼈
の地域で 開、 事業 年 ケ⽉で の 法⼈から ⽴ 厚 、 ⽥ と れ れ ⾃⽴した
団体として 在に っている 厚 で 、会員制の ⽀援団体 全ての介護事業所、 い 、者事業
所、 機関、社会福祉協議会、⾏政、地域の 組織（町内会、⺠⽣ 員）、地域住⺠等から利⽤ あ
る 内容によって 、イン ー 団体、地域包括、 社協、 い 等のネットワークで⽉１ の情報

会議に提 し、協働して している 、 しい時 ⾏政に提 していく を っている  
センターへの やニーズの ちで特に要 の⾼いの 、 ランティア活動に要する資 への 成制度（センター 指
・⽀援、受付・ 機関）であり、この制度を広く し、活動を ・ することにより、県内各地における、⾼齢

者団体による地域の⾼齢者への⽀え合いな の ランティア活動 されている  
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も上⼿く推進できているもの （5）担い⼿（ ランティア等）の活動の場の確保・調整 
サービス提供団体のメン ー ⺠ の中間⽀援センターの をしており、 成講 や研修を⾏っている また
団体の中で地域⾃治会や 等と連携して、⾏事や 発活動を⾏っている センターよりの ランティア受け れ
や、 団体の受け れ、協働事業、研 会活動な 、多様な活動を⾏っている  
住 なれた所、住 なれた でつつ なくあ し して らし けたいとい 者の に けて、学 活動を定期的に開
し、⾃ら⽣き いの てる活動を りつづけている 在宅サービスもさることな ら、あ し 広場（ ニディ） づくり
（ 所）、 の プ ジ クト、学 に を提供する会な ープ ⽣し、⽣き い りをしな ら活動の
担い⼿、⼈ 成に⼒を れてきた  
地域に対して⽀援者 ニーズとして提 をするも住⺠ 必要としない 状 された（⽀援者と住⺠とのニーズの
ス ッ の の課題）※成 例 ない 上 内容の  
１ 年に組合員 の⽇常のちょっとした り とを け合 ことを⽬的に「くらしの けあい」を ⽴ しく として援

者と活動者間を調整するコーディネーター（組合員）を けている １ 年度 １ １⼈の援
者に、１ １ ５⼈ 活動し、 時間の活動時間となった 活動のお 、⽣協 しまからの 、組合

員全体に活動⽀援協⼒ を びかけている 地域包括⽀援センターやケア ネジ ーからの い合 や えて
います （⽣協 しま、会員⽣協事例） 
⾃治会 理する 会所において、 ⼈ らし⾼齢者や⼦ て中のお さ ⽅ える場所を した 法⼈ 事
局となり、 ⾼齢 進 団地の⾃治会 主体となり、地域に住 ⾼齢者 ランティアで常 し、 まってこら
れる⽅のお や、お しを⾏っている また定期的に、 事会や コン教 、健 保 教 な を開 している  

町の ランティア連 会を⽴ちあ 、活動内容の把握をしている 
・市の 発事業へ ランティアをサポーターとして ⽤できたこと・ けあい組織の（ ニデイ、いこいの広場）等の開

えてきたことサポーターの意 か くなってきたこと 
 

も上⼿く推進できているもの （6）活動主体間の組織 ・連携  
居場所を⾃宅を開 した主 な に⾃発的に⾏ってもらっている や 、 な ⾃ら⾏える 、 し でやってお
り、 にもつな っている  
地域包括⽀援センター 、開 する地域ケア会議において、「地域の （ まれているとこ ）」と、「地域の課題 提

」とい テー で多くの意⾒ された 所、介護事業所、 、 、 協、 会、町内会、地域協議
会、⾏政、社協といった様 な主体に するメン ーから参加していた けた  

も の多い、ケア ネジ ーや地域包括⽀援センター職員との連 会やケース 会、サービス調達会議やケア会議
へ している 、 事例で 、担 者会議への 、 ニタ ン の情報交換、 ⾏訪 をケア ネジ ー等と⾏
なっている  

で 事援 ・介護サービスを提供する ランティア団体 始めたこ 、活動団体を会員とする「 県たすけあい連
会」とい 県域 の 事者団体を組織 し、 活動の⽀援と を⾏った  
学⽣対 の ⾼齢者を理 する教 活動１ ⾼齢者・ についてイメージを つ ディサービス・ ープ

ームを訪 る ・ ⾼齢者について、理 し、⾃分たちにできることを考える 居を って か 「 っ
てなあに 」「 の⼈の ち 」「 たちにできること なこと」 ⾼齢者との交 活動 振り りと学 成

の発  
⺠⽣ 員として、町内会福祉活動の⽴ をし、福祉関係者や会 、 会 な 三役と地域福祉会議を にとり、
町内の⾼齢者のニーズの把握や地 団体との関係づくりをする事 た のことにより、地域にある 法⼈（イ
ン ー 活動）の活動内容の理 とともに、活動場所の提供やサ ン活動への参加、情報を町内会 を活⽤し
て ら ること るよ になった また、地域の⾼齢者、⼦ て中の保護者へのアンケート調 を し、必要なニーズ
の把握とともに地 ⺠の⽀援にあり⽅を 中 法⼈の情報を ⽉のコ ニ ティセンター よりに している  
活動主体間の組織 ・連携 、地域や活動団体等（地 社協、地 ⺠協、地域包括⽀援センター、介護⽀援専
⾨員連 協議会）で⾏っている会議による情報 の場を けている 
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も上⼿く推進できているもの （6）活動主体間の組織 ・連携  
本会 、地域において らかの⽀援 必要な⼈に、課題に 付き⽀援する、あるい ⽀援につな 機能を する⼈ の

成として地域福祉コーディネーターの 成を５⽇間のプ ラムにより平成１ 年度より しており、 の
修 者 いる 対 者 社協職員、 職員、 の職員等多様であり、地域において多様な社会資源の活⽤を

る えで連携 必要なことから、⾃主的に組織 を る動きも⾒られ県社協としても⽀援している  
地域の中で課題を⾒つけて、 しい⽀援をつくりあ ていく に、地域住⺠、⺠⽣ 員、 業、 、 でつな る
事 ました 地域こ 会を重 て交 を めている所です  
地域のまちづくり団体や福祉関係団体で 年間とりく でいる「やさしさのまちづくり 村」とい イ ントで団体間の連携

まり しい づくりに進も としている 
住⺠による⽣活⽀援サービス（ による⽇常のちょっとした り とへの⽀援）について、 市 地域福祉 の重

事業に位置づけて資 の⽀援を⾏い、社協 活動への⽀援として⽴ち上 や活動団体間の情報 ・研修の場を
け、地域、市、社協と 連携してとりく でいること た し、地域づくり組織単位で（住⺠⾃治協単位） １５地

域である  
⽉ に、 から しい総合事業のガイドライン（ ） されたことに い、ガイドライン（ ）の理 を めるととも

に、各市町で⽣活⽀援の基 整備を進めるための研 会の⽴ち上 のきっかけづくりを⽬的として、 ⽉１ ⽇に「 し
い地域⽀援のあり⽅に関する研修会」を開 した ５市町の ち 市町 参加し、⾏政、社協、地域包括⽀援セン
ター、 法⼈、事業所等 に介し、 町の⽣活⽀援の の進め⽅について しあ こと できた 県として

、こ した しあいを各市町で してもらえるよ に、 のよ に進めていくか 課題である 
か デイ ウスとい 「介護 型⾼齢者サ ン」 ⼤ 市内に１ 所あったものをまとめ、平成 年 ⽉に「

⼤ 市 か デイ ウス連 会」を結成した の 念事業として、 時市内にあったコ ニティ 所を め、「地
域の居場所ガイド ック」として ⼦（ １項）を 成・発⾏した また「連 会」の ーム ージを⽴上 （ ：

）、 れを ⼤ 市のサイトに ンクして いた の成 により、関
係機関との連携 び各事業所の活動の活性 と連携 られた  
交 を、 と り との から、協議をする場をつくり、アンケート調 等により 在 さ た上で、 する 組

と組織 を⾏った の上で、地域としての組織づくり（⾃治協の ）を住⺠発で⾏ない づくりへと を
⽀援した事例  

年、全 各地の会員団体（サービス提供団体）で ⾏ 員会を⽴ち上 、活動理 のための 事サービスセ
ー を している ア内の活動団体のネットワーク 成の 機となっている 会 開 に けたさま まなアシストをし
ている  
平成 年からスタートした⾼齢者の居場所づくりとして ニデイサービス事業を、市内各 ⺠ において してい
る 事業 地域の 員 主体となり事業 を⽴て、 事も⼿ りで対応している⾃治会もある こから利
⽤者と地域の ランティアとの の⾒える関係づくり られ、⽇ からの⾒ りの意 につな っている いった活動か
ら利⽤者の⼼ 状況の （ の疑い）に 付き、包括との連携 られてきたケースもある また、 ランティア活動
としてサポーターとして に携 る⾼齢者も多く、⽣き いづくりの場となっている  
活動主体間の組織 ・連携 ①「 かやま地域ささえあい推進研 会」を⽴上 会（第 ⽬）を⾏ってい
る 情報 を⾏い地域の⾼齢者 めるニーズを明確にし 組 の を⽬指す②「地域のささえ を考える
会議」を開 （ ）した 介護保険制度と しい総合事業の 成とサービスの 型について、⾼齢者・ 者・
⼦ も⽀援福祉団体な 、 い い や やと意⾒を し合った 

、地域の活動団体等で⾏っている会議による情報 の場を けている ⽉で第 になります 参加団体 地
組 、⾼齢者⽀援 、 い者⽀援 、⺠⽣ 員、⽣協、 局 して⾏政（ 社会課）、在⽀、市

社協と 広く参加をしています 「 り と 」 、地域のさま まな課題、ニーズを明らかにし、 れを⽀える担い⼿
（ ⼈、団体） 多いこと、しかし、 の連携 なされていないことから、情報の かられています ⽉１
開 することでシステム り して 部 の さらに の の まで 事れ いと っています  

システム「 れあい・たすけ サービス事業」の 度 あ り、包括⽀援センター、成年 ⾒⼈との連携 すす 活
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も上⼿く推進できているもの （6）活動主体間の組織 ・連携  
動 広 ってきた 
・地域でたすけあいや、⽀えあいをしている団体の のつな りをつくり、多様な り とに対応できるよ にするとともに、

に考えていけるよ に、⾼ たすけあいサービス連 会を ってきた ・⾼ 地域包括ケア研 会を、 社協、
で り、第 期介護保険事業 に けて提 する 

所 の つな りで ープを り、サービス りない たな団体を き の 本 を る
の について さ やか福祉 団 インストラクターとしての⽴場にて参加、 、 の 介護・⽣活⽀援 の法
全 、 等に く の団体にないとこ められる  
県で 、市町村社協と地域包括⽀援センターに⽀え コーディネーターを配置し、住⺠ 主体となった⽣活⽀援活動と
的な ・介護サービスを連動さ 、住 れた地域において安⼼・安全な⽣活の を⽀援する「⽀え ネットワーク

事業」（ 参 ）を平成 ５年度から デ 市町（県内１ 市町村）で り組 でいる 事業の に
より、市町 社協、地域包括⽀援センター、 の 関係機関との連携 られ、 に地域の 情に合った⽀援活動に

っている  
活動主体のネットワーク に重 をおいている 
・中学 にある ランティア ープに定期的に まってもらい（ 意）、活動報 、各団体の課題 、 ⽅法の

を⾏っている 「サ ン連 会」とい ：市内全域のネットワークと中学 での情報 で要援護者の⽀
援を から して で対応している 全市内で中学 へ するに っていない 
活動主体間の組織 ・連携 配 サービス活動で⾒ りや、安 の確 等を⾏ 中、不安な事例 発⽣した時に
地域の関係者と連 を り合い、 を るとこ から つな り て、地域での課題 の⽅法 必要との

の あり、 き を利⽤して 地域サ ン づくりに成 のコ ニティ の や学 会・ 会な を
開 することで、地域の⾼齢者 い、 け合いにつな るシステムづくり 進 でいる  
・地域でのサ ン活動や、⾒ りネットワーク活動 、住⺠の主体的な活⼒として している しかし、住⺠で でき
ない の 題 、 的機関地域包括⽀援センター、保健センター、市社協、 等）と連携した地域⽀援ネット
ワーク 員会の 置と⾃治会単位での 題 を協議する、 地域ネットワーク会議の組織 たである  
県な の 成 も活⽤した 、 の県 団地の 会所を地域の となるよ に し、団地 び の

の住⺠に対し、 ⽣となる事業を した 団地内 ⾼齢 や 居 ⾼く、 きこもりを する必要 あ
り、 親⼦ 族 により⾼齢者と れあったり、 けて れる場 ない この を中⼼とした

に交 り、⽀えあ 場を した この活動 年間で、⾃治会を中⼼とした住⺠組織を り、 を ⾏し⾃⽴した
活動となる⽀援を⾏った  

市の 法⼈ まりネットワークを組織 している ⽉に１度 各団体との連携・情報の の場を
けている 年１ 活動団体でセ ーを開 し団体のス アップに ている ⾏政への提 ・提 も 的に⾏
っている  

れあいの居場所に 講 として健⽣ネットワーク 都から講師 をした事をきっかけに、 年度 ームの
（ ーム）インストラクター 成講 に広 り、地域の ランティアさ 多く参加されたので、 の ーム

地域に広 としている  
県社協の⽴ち位置として、地域福祉を推進する機関・団体との連携 かさないものであることから、役員・会員⾃体
参 する組織となっている に 、福祉専⾨職機関・団体 ケースを する研修会を 年度⾏ 定としている  
配 の住⺠参加団体 けのセ ー（全 、都内等）を 年開 し、情報交換を っている 
・ 川の地域住宅（ ・介護事業者）と社会福祉協議会等地域福祉関係組織・団体とのネットワーク 、⾏
政（地域包括⽀援センター）との協働を ・⾼齢者サポートセンター 協議会 の 全ての活動の
（コーディネーター機能（ ） 利⽤ 内 ン の全 配 な ） 
県社協の⽴ち位置として、地域福祉を推進する機関・団体との連携 かさないものであることから、役員・会員⾃体
参 する組織となっている  
 に 、福祉専⾨職機関・団体 ケースを する研修会を 年度⾏ 定としている  
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も上⼿く推進できているもの （7）⽣活⽀援のニーズと地域資源の ッ ン  

１、広域（ 市 町）成年 ⾒センターより、 市在住の 居⾼齢者の⽀援要 を受け、ネットワークを利⽤で も
い在住市の団体活動を 介し、 した い⽀援につな ること できた  
、 体 を ち、 の つ となった きこもり⾼齢 性の 的な への で を受けた 受 時の

付き い等も 関 って⾏い、主治 から⽀援による の を伝えられ との関係も改 在包括⽀援
センターとの連携で⽣活状 も となっている  
市町村社会福祉協議会における「⽣活⽀援のニーズと地域資源の ッ ン 」にかかるコーディネート⼒、⽀援⼒（
⽀援と地域⽀援） のため、研修会の開 とともに、市町村社会福祉協議会事 局 び会 に対して 会議を

て、 のコーディネート⼒、⽀援⼒ への理 促進に めているとこ である  
※ の 事援 び ⽀援※ 親に あり きること できないため、 学⽣の⼦ もの 学援 ※

の 中の の⾒ り、 し ⼿ 
地域 との課題、⽣活 様 なので  

居で在宅⽣活をしている⽅ 、介護保険等在宅サービス 利⽤で、 所 ⼼配しい い ⽀援していた れに対し
て 慮を ていた の中の しの と介護保険サービスの利⽤で の⽅の⽣活も安定し、在宅⽣活の で
きている事例  
⽀え合い ップづくりの を⾏っており、県内の多くの市町村社協 り組 でいる状況である ップづくりを⾏ と、課
題の把握 できるとともに、対応 の ントもまた の地域に でおり、 れらを上⼿に ッ ン することで へと結びつ
くこと 能となる ある市のある地 で⽀え合い ップづくりに り組 、 の地 、 ５ 上の⾼齢者の 事の
こと 課題としてあ った 、 の地域で ⾏事の度に「おか づくり」を⾏ あること かった 、 の活動を応⽤し
「おか づくり」の 度を上 て（具体的に ）、対応することで地域の⾼齢者への 事⽀援へとつな っている  
不 する福祉サービスをたすけ合い活動を 期 （ アップ）することで市⺠でも る⽅法を し⾏政へ提

、制度 し受 する（たすけあい⽀援から受 まで）①⼦ て⽀援 保 （ ウ ー⽅ 事業）へ①配
サービス・⾒ り（単 事業 ５⽇） ⼿ り ・配 ・⾒ り ５⽇（事業 ）へ③ イトサービス（単

事業） 型訪 サービス（介護保険事業者）へ④ ⽀援（ ⾏ メ） （特
定⾏ 事業者）へ⑤ 受講者 指 員（提携型協働事業）へ ⾼ ⽣の福祉事業（講師 ）受
等 
 

も上⼿く推進できているもの （ ）住⺠や活動主体の活動のニーズと地域資源の ッ ン  
平成１ 年度から町内会単位で、住⺠ なで健 をの すことを⽬ として、住⺠主体の健 教 に り組
できた な により⾼齢者 ⾼齢者を⽀えなけれ ならない を住⺠とともに し、 ⼈の健 の

必要と え ま っと 動 に り組 の結 、 在１ 所の町内会 や⽼⼈クラ 会 で 分間の健
教 を住⺠主体で全町的に り組 でおり、年間 ⽇、 べ ⼈の⽅ 参加している 平成 ５年

から ランティアポイントを しシステムとして確⽴ 住⺠活動⽀援員を ⽤ し（ 在 ）、多 なサ ン事
業の へと 開している  
地域にある と連 をとり、地域⾼齢者の把握 、サービスにつな った 

のとこ 上⼿く推進できていること 年度 から⾏政（地括包括⽀援センター）と社協 タイアップして、地域サ
ン デ 事業を している この事業の⽬的 、町内 所 の 考 による 町健 体 を町⺠に特に⾼齢
者に り組 でもら ことで、介護 を り健 を すとともに、 な地域の ⺠ に まって交 することで

しく⽣き いを てる らし、地域の関係性を⾼めることにある デ 地 年度 所、 年度 所で、 年度
の 所 年 ⽉から⾃主サ ンになった  

市において 、市内全域 １地 に地 社協 組織され これを単位に住⺠参加型在宅福 サービスを してい
る れ れの地 に 活動の となるコ ニティセンター 整備されている こに ⼈配置されている職員の内１

を福祉担 とし、地域住⺠の び住⺠参加型在宅福祉サービスのコーディネート、利⽤会員、協⼒会員の
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も上⼿く推進できているもの （ ）住⺠や活動主体の活動のニーズと地域資源の ッ ン  
ッ ン 業 を担っている  

 
も上⼿く推進できているもの （9）地域住⺠に対する活動の 発 

地 組織への 、説明会等 し、利⽤者ニーズの把握とささえあいにつな た  
年 発⾏する会報を 機関や 、福祉 な にお いできるとこ に置いている 、 の機関 ン ッ
トを ち り、⾃分 必要になるまで保 しているため、 い ン ットをもっての参加 し 散⾒できる  
県域での 地域福祉活動を て、住⺠⽀え合いの必要性や を発 し、⾏政や地域包括と地域や住⺠活動との
連携のきっかけづくりとなった また広域での 交 、課題や の により、活動発 のきっかけとなった  
県内で しく、 の の⽀援員 「しま と町 ランティア連 協議会」の事 局を担 ⽉の定例会、広報を
発⾏ 町社協、 協参加の 団体と⽇ 交 を かっている 職員も様 な ランティアに参加している に て
いた ける町⺠の ランティアも 的によびかけをしている して町のケー に定期情報を提 、 の りく
を していた くことにより、 者の⽣活、イ ント等を ってもらっている  

く 活動をやっているとい こともある 、さま まなイ ント、 し 、事業 を地域に広めていく事で 発活動
になっている れらを スコ に り上 られ につとめている  
「⾼齢者を地域で⽀える活動事例 」を 発⾏ 、⾏政と社協で社会資源調 を⾏った上で、⼿分け
をして 住⺠へ配 し、意織 成の ー としている  
 

も上⼿く推進できているもの （10）⾏政・関連機関との連携・情報 （ ⽴ に けた提 等） 

平成 ５年１ ⽉に ⽅から ５年 題に対応するための地域包括学 会の開 を びかけた 参加団体 、 
町⾏政健 福祉課、地域包括⽀援センター、社会福祉協議会、 団体（ ） 在 ⽉ ースで開 中
本年 ⽉から 都 ⼤学の 教、学⽣ ⼈も会議に参加している 地域⽀援事業の推進のためのサービスの 状把
握や協議体の 成な の 組 の を⾏っている  

地域の け合いの場 、地域に基本的にあることを地域の⼈や多様なセクター な づく、 しく考えないでやって
ることを⽬ に のプ セスで事業を した 結 として、連携体制 され、情報の 進 在
デ 地域でアンケート調 を 、 れをもとに地域課題 や づくりに けてのワークショップを する 的に

、地域の中の づくりや住⺠の づくりのプ ラ 成、提 を⾏  
① 地域コ ニティ⽀援を進めるための ィー ドワーク（ １ １ １１ ）地域の住⺠⾃治組織の

状を る・地域課題について る・地域資源を利⽤した地域課題 を ることを⽬的に「 市 ⽴地域」を
りて ィー ドワークを  

② 地域ケア デ 情報交換会（ １ ） 県・ 市、地域福祉担 部 の職員、社協・
まり、⾃治体の平成 年度の や地域の包括的な⽀援体制な の情報 、平成 ５年度

した地域コ ニティ⽀援中間⽀援機能 事業「 ィー ドワーク」の報 、地域資源を活かした事業についての意
⾒交換をおこなった 

③ 会「 も 安⼼して ら る地域づくり」（ １ ５ ）地域住⺠・事業所・⾏政・中間⽀援
な 多様なセクター まり、平成 年度の「介護保険の改正」を り「要⽀援」 必要な⽅たち 、地域

の中で らしていくために 、 な 組 やサービス 地域にあるといいのかの イア を した  
④ 「地域づくりのあり⽅を考える ーラム」の （ １ ）県・市・社協・ の ⾏ 員会をつくり

した 地⽅⾃治体の担 者や地域における多様な主体の関係者ら まり、厚⽣労働省から の情報を
、基本的な 等を理 する機会の提供 地⽅⾃治体や地域でのこれまでの 組 を り、 の市町村にお

いて、 に対応する体制づくりや地域福祉の推進を で考え、意⾒や提 を しあ 場づくりを⽬的とした ーラ
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も上⼿く推進できているもの （10）⾏政・関連機関との連携・情報 （ ⽴ に けた提 等） 

ム （ ）さ やか福祉 団と 参加者  

ケースへの り組 を重 てきた成 として 時連携し、⾏動を にできる関係 ている  

地域ケア会議を して、 課題（ ニーズ）の 在 を り、 の 、地域のイン ー サービスを 社会資
源のネットワーク を り、 の 地域課題への 開を り、政 成に けたアクションを⾏った事例 あります（ の

事業の事業 へのアクション） 

・平成 年 ⽉・成年 ⾒センターを 置（⾏政 事業） 
・平成 年 ⽉・⾏政と社協の 所にあった地域包括⽀援センターを社協へ 本 （⾏政 事業） 
・平成 ５年 ⽉・社協 ランティアセンターに専 職員を配置（⾏政 事業） 
・平成 ５年 ⽉・ 者 待 センターを 置（⾏政 事業） 
・平成 年 ⽉・⽣活 者⾃⽴⽀援事業を受 定 

⾏政との連携について 、 から 重 あり、情報 や 提 できる関係を している  
「⽣活⽀援サービスについて考えるシンポジウム」を⽣活⽀援に関 る団体、⾏政を交えて開 し、介護保険制度改正の
動 を ・ する機会となったとともに、 していくきっかけとなった 市域の協議の場づくりを してい
くとともに、 域においてもシンポジウムな による 発や協議の場づくり 進 よ ⽀援できれ と考えている  
上⼿く推進できた例とい で ない 、全市町村を対 とした連 会等を開 することで情報 の場 できることと、

市の担 者の⽅とお しすること できるため、地域の 情を⽣で ける ない機会であるので、開 の 度を
やしていけるとより いと考えています  
① 市の を受け、 ⽉から「⽣活⽀援サービス デ 事業」に ⼿し、地 団体と ランティア ープによる、

的調 研 事業を⾏っている  
② １ ⽉から「⾼齢者⽣活⽀援⼈ 成事業」を市から受 し、社会福祉法⼈、 業、 等による、⽣活⽀

援サービスの ⼤・開発に係る 的研 事業を⾏ ⽅ で、協議を進めている  
・ 年度県において「地域包括ケア推進会議」をたち上 、情報 の場を けている 
福祉介護事業部 担 在宅介護サービス・居宅介護サービスと、地域活動推進部 本部事 局を担っている⽣協組合
員と 体とした制度 サービス「コープくらしの け合いの会」（ 県内）・「 け合い制度コープ つ 会」（⼤ 府
部） 活動会員 合 て ５ ⼈ の間で、⽇常業 ・定期会議を ての連携 ている また、地域の
制度 サービス団体とのネットワーク「 ょ 福祉ネット」に参加することで、情報 ている  
社会福祉団体連 協議会の 置、この協議会 成団体のアンケートや市町村社協からの要 事項等を まえた「県へ
の政 提 ・要 」を 年⾏い、 の ちのいくつか されてきている  
地域包括推進センターとの連携による地域包括⽀援センターへの専⾨職の による 等の⽀援 
・県域団体のため⽣活⽀援の基 整備 的に 、⾏っていない 、市町村社協と地域包括⽀援センター、市町村
介護保険担 課の⽣活⽀援サービスの基 整備に けた 会を開 している 

保健所で 、 ⽉、市町の地域包括ケア担 職員と情報交換を  
年 から、包括、⾏政、社協、 、事業所等、 ⽉１ 定期的に「地域の⽀え合いネットワーク連 会」をもち、

各組織の情報交換、市内の課題 のため、研修会等を の市町にも参加を びかけて開 している  
 

も上⼿く推進できているもの の  
正 、ま これから、とい 部分 多く、 に 答に すること い か ない 
本町 ⾏政主 で ランティア 成、地域⼒を活発活⽤するために を し り組 でいる を すことで⾃
治会単位で活発に り組 でいた けるとこ もある  
成 例として るもの ない 

社協 コ ニティ ーシ ワーク（ ）事業を 開しており、 れ れの項⽬の に し つである 合 して
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も上⼿く推進できているもの の  
いる この 開 、 たちの ⼒の なら 、⾏政や関係機関・団体の⽀援 あること ⼤きいです 上 項⽬の の部
分を り上 てよいか って できま （す ま ） 
・県と中間⽀援 と協働で介護者⽀援サ ン開 の学 会を⾏った ⾏ 員の ⼈として参加し、修 ⽣で「介
護者サ ン」を開 された事例 ある ・在宅⽀援の け合い活動、中間⽀援 ・地域包括等でネットワーク組織を
つくり、地域の課題を し合っている  
介護保険 で地域住⺠を⽀え ける社会資源のネットワーク し つ広 り、住⺠のちょっとした を受けとりやす
くなってきている 
こちらから働きかけていない 
特に上⼿く推進できている事例 いま  
ま 組 を始めた かりであり、成 確 していない  
広 県の 部の地域で、 師会、⽼⼈福祉 の組織 で、情報ネットワーク（ ーム ージ）を 成している
このネットワークに⽣活⽀援サービス等も れて、地域単位（ ）で した情報 を る体制を⽬指している  

での成 事例 ありま  
地域包括⽀援センターの業 の中で、地域資源を把握している 把握した資源に関して 、⾏政と情報を している
①道⽣協連 福祉 を⽴ちあ た ②参加団体コープさっ 、道 ⽣協・道住宅⽣協・全労 ・ く 、⼤学
⽣協・道⽣協連③ で アンケートと「コープ け合いの会」年間 時間の きとり調 で⽣協⽀援活動のニ
ーズ把握と課題 をすすめています  

について 、 ある 役所と か所ある地域包括⽀援センターで 的に しており、様 な会議や業 を
て た情報で したものです の所 する本 の介護護 担 で 、事例を把握していま  

年 ⺠会議報 、市町村 けへの研修等進めている 、す に成 でるもので なく、 年度 さらにアド イ
ーを して、 具体的な 組 づくり、サービス の⽀援を⾏ 定  

間市と協働で市⺠も き 上 の項⽬を総合的にとらえた 会を始めている  
の項⽬も 推進している⽴場になく、これから把握していく です  
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 の活動を行う で、 である の 
生活支援の 整備を推進する為に行っている活動で である のとしては、 

するサービス・支援の 、 担い （ ランティア等）の ・養成 、 活動主

体 の組 化・連 強化 が に がっている。 
担い （ ランティア等）の ・養成 、 活動主体 の組 化・連 強化 は

く推進できている のの に がってお 、活動 で推進状 等の が けられ

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
と た  （１）⾼齢者のニーズ把握 

アンケートや地域包括ケア会議（本市で ⾃治会単位）を てニーズ把握を⾏っている 、地域 きっちりと
ていないため、資源も めた調 進 でいないと る  

⾏政から、要援護者 の の情報 すべて⼿ りで⾏っている しかし住⺠からの情報 らないとい こと ない  
地 会を開 する等、地域課題を ⼒ している 、 ケースの課題 なかなかあ ってこないため（ のよ
なしく ま ないため） の 題 もれてしまっている 状 ある 

の調 により、地域包括⽀援センター職員、ケア ネジ ー等ともに、①イン ー な社会資源の活⽤⽅法、②イ
ン ー な社会資源を活⽤する場合の具体的なス 等イン ー な社会資源の活⽤に関するニーズ ら
れ、 改 されていない状況 ある  
地域住⺠のニーズについての理 に、⾏政との 違 あり、ニーズについて の に っていないこと ある  
・ニーズ調 の ⽴ 時の対 定と全 調整 ⾏政でないとできないもの ある  
・ 塚で 地域活動を⾏ ない の に利⽤するのも 整備を進める 的な制度

必要 ・市内全域での広報の 性 あるか ましい さい アでの広報と で進められていない  
・ ⼈情報の り いのガイドラインの （条例 ）福祉課題を政 へとりあ ている れ 機能していない  
⾼齢者のニーズ把握 ⾼齢者へ介護 の⾃ や 期を えるための備え、 品の整理な についての学
会・ し合いな の情報提供に めている 、 事者の⽅ から考えるの ま い、 の内考える等 の
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と た  （１）⾼齢者のニーズ把握 
ってくる ⾃分 ⼤ ・ とかなる と っている⼈ 多く、 ⾼齢社会のなかの１⼈ とい ⾃ に けている 課

題を提 し、 して⾏くための⼿⽴て 必要 と ている  
 
と た  （2）地域資源の状況把握 

地域資源についての にも⾏政と市⺠活動団体で 違い ある  
アンケート調 に協⼒ られない場合も多い  
包括職員等 ニーズから地域ニーズにと考えていくプ セス等のス 職員 によって なるので、包括職員も
めたス の 上 必要 単に 資 や主 ケア ネを っている けで る事で なく ⼈の⼒ に る所 ⼤き
い 場でコー ン を⾏ にも業 と⼈間関係の 題で な指 も 、研修も単発で 性 ないので、
題、課題を のステップに進める事 ない 
地 不 分であり、地域資源の状況 分に把握できていない  

状全体的に⼤ （ ）で ある 、 の⽴ち位置として 、地域資源を把握してしっかりとつな 活⽤すること 課
題 と考えています  
１団体 けで 、地域全域での状 を把握すること 、 である  

市で デ 事業として⾒ り活動 り組まれている 、 状 からの⾒ り けで、具体的な⽇常⽣活の⽀
援まで できていない 上 広場事業で、市内 地域内で れあい 等の ランティア参加 えている 、 までの

り組 町会 の け の⼤きさで事 進 で、かか る⼈も１年 けの ち り からやってくれている つよか
った これらの⼈ を るやかな け合いの ー ーとして ていくために、 ⽅ でのたすけあいの理念の
る内容を中⼼テー に え、⼼に える講 会研修会を し、 なでやりましょ とい いになっていた けるよ
な、 け りを 中です  

コーディネーター研修時に指 ・ している 、 の 場において れ け時間をかけて⾏っているか不明である  
 
と た   （3）不 するサービス・⽀援の  

⽣活⽀援活動を確進するために 「住⺠参加と協⼒」による「市⺠活動の推進」 不 です しかし、地域住⺠の⾼
齢 、 け合いシステムの 、地域における⽀え合い活動の な による、地域住⺠の参加、協⼒体制の
しい状況にある 本会で 職員 平⽇の 間、 、⽇ ⽇にアウト ー により地域に き、地域住⺠の主体的な参
加の必要性を え、 事者意 成を り、地域特性を まえた り組 に めています  
地域に不 するサービス 分かる 、社会資源の の ⽅、 っ かり分、 ウ ウ ま ま 不  
関係機関との情報交換や の 内容等から、不 しているサービス等の い し ある 度できるものの、

事業（サービス）の開発・ となると、 、 源と れに ⼈ の課題 上し、⾏政主 課等への要 を
る すること であり、本会⾃主 源からの も めて な状況である  
市町村社協等を対 として デ 事業等で、制度の 間にあり 対応できないケースに対するサービス⽀援の につい
て 、職員のセンスにもよる 、地域の社会資源の把握 定的であったり、 たなサービス提供の⼈ 成、発 や動
機付け ⾏ れ 、 な対応 に っているケース ある 事者や関係機関、専⾨ を き 総体的
⼒ 不 しており、研修等で 単に できる課題でもなく、地域 型の⼈ 成に 労している  
必要とされるサービス とらえられても、⼈的、 源的理由から に なかなか進まない（⼈的 ランティア等の 定

、⾼齢 源 ⾃⽣ 源 びない ⾏政からの も 様） 
（ 題意 として）本会で 地 組織との連携に く、住⺠ でできる活動の ⾏ってきた 、介護保険サー
ビスを するよ なサービス となると、 組織の連携 必要となると考えられる コーディネーターとして、住⺠

の け合い活動と⽀援サービスとの連 性を まえ、サービス確保する に、組織間の調整 必要な場 えて
いくと ている  
⽣活⽀援のニーズに合 地域資源 常に られるため、 ランティアを め、住⺠主体の活動の 課題である  
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と た   （3）不 するサービス・⽀援の  
情報 や情報把握する けで 、地域で不 している、あるい 不 すると れる⽣活サービスのニーズの総
を い し、⽀援の につな ていくこと 、このことで協議体やコーディネーター 機能し、 した成 事
例 されれ 、全 に するので ないか  
介護保険事業 と地域福祉 において、 に した住⺠⾃治協単位による⽣活⽀援を位置づける事 あり、
市 の意 として１５の地域全てにおいて、サービス提供できるよ すすめる ある に 地域単位で しく、

の地域 アを広 るもしく 担 あるい たに市広域によるサービスを るな 、 市において の⽅
法 能か、ま 具体 できていない  
⽣活⽀援の基 整備に対する市町の課題として⼈ の発 、 成、市町の地域づくりに対するビジョンな られ
た 県として 、市町間に⽣活⽀援サービス提供の⼤きな 差 ⽣ ないよ にすること 課題になる 
地域活動・ ランティア活動における担い⼿ 不 している状況 あり、さらに活動主体の総 も想定されるニーズに対し
て 分で ない のよ な中で主 に ったサービス主体を のよ にして、 れ け できるか 課題であり、組織 す
る の関 り⽅、組織 の⾃⽴した活動に けた⽀援のあり⽅（ ）な の も必要である ま 在活動し
ている主体（地域団体・ ランティア ープ・ な ） 、介護保険制度改正に ⽣活⽀援サービスの 主体
として活動すると ら 、コーディネーションやネットワーク をおこな 上で、活動主体の理念や いを まえた関係
と、 理 に けた な働きかけをおこな 必要 ある  
⼈⼿不 で、 たな⽀援体制 つくれない  
（ ）〜（５） 、 ランティア っている市町村と でないとこ あるといった地域の事情もあるため、 的スム
ーズに⾏く市町村と でない市町村 てくると れます 県として ⽣活⽀援サービスの提供について市町村間に
差 ⽣ ないよ 、いかに市町村を⽀援していくか 課題です  
・ なサービス・⽀援を、 のくらい 備していくか ま ⾒えていないので、 しいサービス・⽀援の に 課題 多いと

る ・ 市 広域合 により、市内でも 間部と市 地な で資源の りや住⺠性の違い ある の違いに応 た
サービス・⽀援を のよ に するかも課題である  
中 間地域等において、 られた⼈ ・資源の中で不 するサービスを していくの しいと る 、県として のよ
な⽀援 できるか 課題である  

ニーズ把握 できても、活動⽴ち上 からサービス提供 能になるまでの環境整備（⾃治体の⽀援体制な ） 整
ないこと  
不 するサービス・⽀援の に 、地域の らしに した⾃発性を重 ること 重要である 制度によるシステムあり
きのサービス・⽀援の けで 、 ⽤の や ウ ウを 的機関に ることになり ⽤を必要とする けである
ニーズから地域ニーズの情報把握をし、地域の らしに した活動を 成すること であると考える  
・ ⺠ を に活動を 開している 、 ⺠ までの 動⼿ なく（ ス までの い等）、 動⼿ の
サポート 整っていない 基本、 で参加できる⽅ 対 となっているため（※地域の⽅ で する場合もある

）、事業として⾃動 事 等の保 されていない  
⽀援 の 成すべき ⽀援員の不 町⾃⽴⽀援協議会の役割不 事例を⼤ にし、しく づくりを

すべきである 、サービスをつくりあ るまで できていない サービスの不 介護も であり、 の町で 、⾼齢者、
者、 を 「総合⽣活⽀援センター」 必要であると れる  

・不 するサービスの把握（ なサービス れくらい りないのか）・ のサービスとの調整 
⼈ ⼈ の中 間地 に位置する 町 、 部にあり、 ⾼５ 〜 に広 り、
⾼位地域 主に 業、 業圏、⾼地地域 間 業を業としていて、 れ れ⾼ 者 、 者 ⾼い
地域 である （平 ５ ）加えて による ⼿不 情 の で、交 もままなら 間部
の地域 り められて、地域資源の供 不 で、サービス 在する（ い 受しにくい）とい 課題 ある  
⾼ 市 ⾼齢 で⼈ し、⼈ 度も い⽥ で、⼈間性も⽬⽴ったりするのをあまり まない⼈
多い地域で担い⼿を やしていくの ⼤事と 、 しいサービスを っていける⼈を てていくの ⼤ である  
「⽀え ネットワーク 事業」に り組 に たって、 地域と れる単位であっても、地域住⺠ 地域の課題を
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と た   （3）不 するサービス・⽀援の  
し主体となって課題 に り組 を シ テートすること であること 改めて分かった ⾼齢者への介護・⽀援

⾏政（市町村） 担 もの とい 地域住⺠の意 く、 度、介護保険サービスを活動すると地域の係 り く
なってしま 事 よく⾒受けられる  

包括、社協 に⾼齢者⽀援の中境となる団体（ ） なく、包括の保健師 ⽇常業 の中で⼿いっ い
ある中、 たなサービスの や ランティア 成を る⼈⼿ ない  

推進⼒となる⼈ の確保、 源 
各市町村 不 するサービス⽀援の によって、 の を⾒すえた である  

ニーズから、地域ニーズの情報把握（課題）・対 年 の⾼ 者層 ⽣まれの⼈ 多く、 の住⺠に 、
り事をあまり ・⽀援を めること しない ⾃治会 や⺠⽣ 員から り事として ある に関係づくりを
的に つ必要 ある  

・各地域での ニーズ、地域ニーズ 分できているか、また ィード ックできているか ・地域資源の情報 でき
ているか（把握 分できていないかもしれない）・ニーズと不 サービスのすり合 分できていない ・上 の情報
を地域住⺠や団体等 状把握し、⾃分たちの地域について し合 こと 必要  
住⺠の参 あること 提 と ⾃発的な 意 の⾼い地 と、 まくいく 能性 ある 、 でない場合、

発から始めなけれ ならない また、 業や 、団体な の社会資源 ない場合も である  
サービス開発⽅法について  
地域包括⽀援センターの動き 、 地域に⽬を けていない 

 
と た   （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 

地 とに、担い⼿ 成をこれからするべく、 している 、すでに ららの地 の活動に関 っている⽅ と で、
しい⼈を担い⼿にできないでいる  
⾼齢 と⼈ による により、地域福祉の担い⼿となる い層の ランティア するの ⽬に⾒えていたた
め、⾼齢者 ⾼齢者を⽀えるしか道 ないと し り組 年 を重 ると⽬ やニーズも⾼くなり、 たに担い⼿と
なる⼈ 単に 加 りにくい 広まった ⽴時のメン ー ⾼齢により し、 しい⼈ ってこない 結 、

⼈ たりの活動 の 担 えるとい 環を⽣ や り、 時に い層を 成しな ら していくためのしく
やサポート 必要と ている ⾏政と の上ポイント制を組 ことにより、 い層の ートを ⽤すること でき、
活動の 野を広 ていくことで 開していくことを している  
いくつかの ランティア組織 活動している 、担い⼿の不 であり、 者 ないために、活動を中 るを な
いサ ン等 ある  
住⺠に働きかけている 、必要性の理 あっても、 の参加につな きれていない、 とにかく 発に めている 
介護保険によるサービス 始まるまで あった、住⺠の け合い ⼤きく した 、住⺠の け合いの中⼼的なメン

ーであった⽅ ⾼齢 し、 たな住⺠の け合いを できるか しい また、 場の第 で活動する市町村
社会福祉協議会職員の多く 、 く ている  
様 な⽅法で、 活動を⾏っている 、利⽤者の びに べると担い⼿の び い も、介護保険サービス事
業者等を めて発 していく必要 ある  

ランティアの⼈ 確保 
⾼齢者の社会参加について、 ⾃ の興 のある活動に 参 し、 して けると れる しかし、⽣活⽀援につい
て 、ニーズ ⾼く、⼤事なこと も 理 できる 、 労も多い 、 に活動に参加するの 福祉的な意 ⾼い
⽅に 定される しい担い⼿として福祉な に関⼼のない⽅を き める けの 発 を していくのか 課題  
地 の を き で な⾼齢者を対 に⾏ 定です 、⾏政の⽀援のもとに全市の を き 事
るか かです  

い 多く、 ランティアによる ⽀援についての意 に あるため、担い⼿の 成 進まない （ 族・親
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と た   （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 
族⽀援の 先意 ）ま 内 るべきとの 活動している 、 ⼈の関係で成⽴っており、サービス組織

しいと ている  
（ ）担い⼿（ ランティア等）の発 ・ 成、 てて 的な 成を⾏っていないため、担い⼿不 に っている
利⽤ニーズに対して、協⼒者の⼈ 不 している 地域の い者⽀援の と協働して 神 の⽅ にも協
⼒会員として活動してもら な 、 を広 よ と ⼒ している 、 、さらに市⺠の⽅ への びかけ 課題となる  
担い⼿の⾼齢 に い、 の課題としての あるものの、 のイン ー を中⼼とした社会資源に ってしま

にあり、「発 ・ 成」に関し、 の から ⼿・進めるべきか 分かっていない （⾃らの法⼈の課題でもありま
す）  
県 の⽣活⽀援サービス 団体（市町村社協、 、⽣協、 協な ）とのネットワークを っている 、会議や
研修の に 題となるの 常に「担い⼿不 、担い⼿の⾼齢 」である、 れ れの団体で して担い⼿ め、 成を
⾏っている 、この課題を するための ない  

地域に 法⼈も発 しておら 、地域での⽣活⽀援の担い⼿ 不 している の発 に関して 成を め
⾏ できる ン ワー 在の包括・⾏政・社協に ない  
各 ランティアの 成講 を開 している 、年 受講者 っており、合 て の ランティアの⾼齢 進 、

たな担い⼿の発 課題  
担い⼿の発 ・ 成の に、いかに ⽅たちを必要としているのかとい ことを地域の 情と合 て 意をもって し、
⼿の⼼に びくよ に伝えていくこと ⼤事で ないかと っている した意 で（ ）の項⽬ 発 、 成とい
の に理 を進めるための り組 ⼤事で、ここのとこ しいと ています  
担い⼿（ ランティア等）の発 ・ 成について、興 を って かやって たいと ている⼈ 多くいる 、 に⽣活
⽀援サービスを提供する担い⼿の⽴場になると、 こまで しい 担い⼿の⽅に 成研修な を⾏い、 定の資質
必要であると 、事業所 ⾏ 業 と なるため、 の 度 を担って してもらえるのか 不安である  
・多様な担い⼿の つに想定されている地域住⺠・地 組織にとって 、 活動に たな活動 加 ることになり、役
員等の ること ⼼配されます ・各地域で、必要なサービス 明らかになったとしても、地域事情な から、サー
ビスの担い⼿確保や⽀え合いの 組 よ にできると りま 住 地域によって、受けられるサービスに違い

ること 、 れ れの市町村として、 容される（や なしと される）のでしょ か、 れとも 質な 確保を⽬指
していくのでしょ か  

まで まく っていました 、 事を つ時 になり、 い⼈の参加 なくなってきた ⾼齢者の参加 ありま
す 、先を考えると ⼿の参加もとても⼤ と っています 担い⼿発  

状の地域 ランティアの担い⼿ ５ から の 性 中⼼であるため、 在の活動を 、 す
るために、 ⼿層や 性の活動参加者 必要となる ランティアの層を広 るため、 に 団 を対 とした ラ
ンティア講 の開 を⾏っていた 、 の ⽤の制度もあり、 たな担い⼿の発 ・ 成 よ に進まな
いの 状である さらに 事援 等の在宅⽀援の ランティア 、⽀援を受ける と 対 の活動のため、 の ランテ
ィア活動と べ しく れ、参加者 びない 状である  
担い⼿（ ランティア等）の発 ・ 成について、 ランティア団体の活動に対する 成を⾏ってきた 、なかなか 成対

の ランティア団体の 野 広 らない 介護保険法制度改正 、⾼齢者のニーズに対し不 するサービス・⽀援を
担える けの⼈ の確保・ 成 課題である  
地域のい い な活動（ ランティア）に参加するメン ー 、いつも れで えない （参加する⼈ いくつもか
け ちしている状 ） 
住⺠参加型在宅福祉サービスを本会において提供している 、サービスを提供する協⼒会員の 成講 を⾏っていた 、
参加者 の と⾼齢 により 者 多く、担い⼿の確保 の課題である  
専⾨職のお りと⼿ としての活⽤により住⺠の⼒を いでしま の関係 さを 、 ⽅的な により
関係性を分 する 、 の ⽣ 、コ ニティ⼒を 成していく となることに、 たち専⾨職 づいていな
い  
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と た   （4）担い⼿( ランティア等)の発 ・ 成 
事 業を担ってくれる⼈ の確保 
介護保険業 市町村 主体である 、 内の市町村から 「本 に や ランティア 受け となりえるの
か 」「サービスの質の を くことなく ⾏ 能か 」「都道府県で した単 定をするべき 」といった課題・ 題

多く ている しい総合事業の本 平成 年 ⽉であるため、市町村 からスケジ ー を って
年、 年とやるべきことを に ⾏していかなけれ 、⼤ に る 念 ある 都道府県として 、できる り

の⽀援を⾏っていきたいとい い い ある 、 源等の 題もあり、市町村 ⽀援 なかなかできないの 状
内全体の 上 を る⽀援⽅法を 中である  

プ ジ クトや組織を するために 、やる のある地域の ⼈ 必要である 、 のよ な⼈ の発 ⼿法をま
体 できていない （ る） 
多様なサービスの担い⼿の し し  
・ （ こ）に なサービスを担っていた けるのか 整理できていないこと  

市内で 、全地 に地 社協を 置し事業型としての活動推進を進めてきた 、これから められる役割として、中
間⽀援の機能 必要になってくる 地 社協の中間⽀援としての機能を確⽴し、 こを地域福祉推進の基 とした地域
の を⽬指している これを地域包括ケアの中で⽣かしていくために 、地 に対し地域福祉の専⾨職の介 必
要と考えている  
担い⼿（ ランティア等）の発 、 成 られます 在も、 ランティア 位 います 、さらに多 、多
様のニーズに応えられる となると ないし、広報、 、 成等 不 している 
活動の広 りにより、担い⼿ りなくなってきている 、団 の の社会参加への けをしていこ と考えている 
活動したい、団体を⽴上 たい等の ある 、い 部に と してしま 事 多い 、⽴上 た メン
ー間の想いに ラつき あり、分 も多 あり、 しで びの く てしま  

ランティア団体間の連携（意 の ）と協働体制（役割分担のコンセンサスづくり） 
介護 事業として、平成１ 年度から体 指 を 成し 在も１１ の体 指 定期的に体 教 を
開 し平成 ５年度 の教 開 で ⼈の⾼齢者 ⽣ として参加している しかし、介
護 教 のための介護 ランティアも 年 成講 会を開 している 、 に ランティアとして活動しているの

分の１ 度となっており、 性 多く 性の担い⼿ ない 性について 体 の指 のよ に⽬的 ある内容
に 参加しやすいので、 ⽇ ⼤ のよ に⽣活⽀応サービスの中でも具体的な活動内容に特 した ランティア

成を⾏ な の 必要である  
ランティアや地域⼈ の発 、 成⽀援 、もともと地域福祉活動の であり、社会福祉協議会 的に
り組 できた分野であるため、⾏政として特に活動 されてこなかった れらを ックアップする体 必要  

様 な組織・機関等 ある 、地域福祉を推進していく の地域住⺠である「担い⼿」 いない状況である  
・⽣活⽀援の 担い⼿ の の課題です  
① 域福祉の中 となる 社会福祉協議会 への りから し、 活動 を 加し、 条項な で明確に明

することで、 担い⼿ の と て社協の職員の意 にも ると確 します （成 の です） 
② 要⽀援者への⽣活⽀援サービスの活動 〜５ の主 層の参加を促進する の 必要で

す （例、 活動 交 等 １ 時） 
様 な組織・機関等 ある 、地域福祉を推進していく の地域住⺠である「担い⼿」 いない状況である  

 
と た   （5）担い⼿（ ランティア等）の活動の場の確保・調整 

・ 的 い の参加促進・年 関 りの い住⺠の 度の 上、理 や協⼒・⾏政との連携・協
働、ビジョンの （た し の年度により 度に差 あり） 
地域に対して⽀援者 ニーズとして提 をするも住⺠ 必要としない 状 された（⽀援者と住⺠とのニーズの
ス ッ の の課題） 
担い⼿の 、要 に まく ッ ン さ ること できない 地域の中で かの役に⽴つとい 意 の 題を ⾼めていっ
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と た   （5）担い⼿（ ランティア等）の活動の場の確保・調整 
たら いのか課題  

 
と た   （6）活動主体間の組織 ・連携  

福祉 ないこと、⾏政 との関係に れていないこと、事業者と ランティア団体や との
ないこと  
介護保険事業者で い あり、 け合いの活動を受けていた⽅ 要介護状 になりと、⾃分の事業の サービス
を利⽤さ る様にする事 介護保険の活動と け合いの活動を に受ける様になれ 野 広 ったり、対⼈関係 広

ったり、⽣き⽅や⽣活の質 上 る です  
住⺠の⽣体 成や組織 、プ セス 重要 をまち と⾏政からの まれ ランティアのよ になり、発 や

かしい かといって「 さ 主体です」と で伝 るものでもない コ ニティワークの を活⽤すること 必要と
 

活動主体 にニーズ を受け対応している ま 、ニーズ・資源把握の にあり、⾏政としての⽅ 不明確で
あり、組織 するに っていない  

事援 サービスについて 、 いに交 機会 あった機関・団体と 不定期に情報交換等の機会 ってきた
、 業、 と 内 けを活動 域としない団体 多く活動団体 把握しきれない れあいサ ンについて 、

内である 、 ・ い（ い ）・⾼齢の 域や、⽴ち上 住⺠、団体、⾏政、包括、 業な 多
し、全体を しきれ 、社協 ⽴ち上 に関 った団体の 所の連 調整に まっている に の 上
の居場所づくり等の活動 あると れる  
関係機関や、活動団体等、 れ れのニーズ なるので 、 にと まっているの 状で まで 進 でいない
事 

や ランティア団体 ある ⾼齢のため休 状 多く 
地域の活動団体 組織されている 、 者等 ると き ないため した り組 できない ⼈ の発

等  
⽣活⽀援の活動主体⾃体 不 していること つ さらに、関連する事業体（介護事業者等）に⽣活⽀援の基

りに対する意 いこともあり、連携の 、組織 これから  
賀中部広域連合 市１町の連合体として保険者業 を⾏っています の市町村と連合とい 組織の 上、
の活動主体との連携を地域包括センター 担い、地域包括センターとの連携を市町村 担っております 成市町の
つさま まな地域事情や資源の 在、活動主体に関して連合としてコーディネート、連携調整していく部分に関して 課

題 多いと ております  
⽣活⽀援サービス⾃体をあら る団体 している けで ないため、組織 に っていない  
活動主体の組織 について 、 ー ーとなる⼈ 必要である 、 この地 にでもいる けでなく、なかなか組織 進
まない地域もある ランティア活動 本⼈の意 によるとこ ⼤きく、⼈の 成も よ にならないこと 多い  
１、 全くないため、 するのか からない  
地域における活動主体間の組織 ・連携 、地域の⽣活⽀援等サービスの提供体制を整備していくにあたって、不

な事項であると している 、住⺠主体の活動や 、社会福 、地 団体、協 組合、⺠間 業な
、多様な関係主体間で れ れ地域の主体性や の活動の活発 を することのないよ に、 定の ⽴性を保

った で、調整し活動していくこと めて重要であると ている  
活動主体に 、⾼齢者を対 とする団体 かりで なく、 、 者を対 とする団体もある また、介護保険事業を
中⼼とする団体や、介護保険 のサービス提供を⾏っている団体な 、多 多様であり、 の課題を⾒ すこと
しい  
・活動主体間の組織 、連携 ・活動主体間での会議 定期的に⾏な れる様になった 、ネットワーク ま あ
まり進ま 組織 まで っていない・ 学 間で差 あり、まちづくり協議会も特に差 あり、市社協に活動 なく、
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と た   （6）活動主体間の組織 ・連携  
組織 までに っていない  
組織としての 組体制づくり ている 特に 在宅サービスな のイン ー なサービスについて 、も し 業

との連携を つ ⼒をしたい  
機関との連携や ある 、 広く ない 特に、地 団体等の活動状況の把握 課題です  

組織 、連携体制について 、ま 分で ない 
地域の中に すでに多くの組織や協議体 あるため、⽣活⽀援に関する協議体 置に 必要と ている 介護
保険関係事業所や包括による地域ケア会議のよ な 情、スタイ で なく住⺠ 会のよ なスタイ を る⽅
で ないかと ている  
地域で ランティアを組織 、 して すること であると考える 地域で課題を すること、活動を していく
ことの かしさ ある 地域に 地域の あり、例え ⼒を っている⽅ きで を進められない また の⽅ の
協⼒もないと進 でいかないと考える  
・ した ランティア団体や のサ ン活動との役割分担や連携や課題・⽣活⽀援の基 整備の必要性を な
ら、さま まな団体 地域ニーズに した活動を 開している しかし、介護 事業（参加できない⼈、参加しない
⼈）と介護保険事業（ ）の 間で ニーズ えてくると 想する  
・活動者の主体的な、 組 ・活動者の⾼年齢  
・活動内容について 題 ないと 、 れ れの団体により組織の在り⽅ 違 ために、 のよ に進めていくのか
題である  
・地域内の多様なサービスを提供できる団体 組織の連携（協議体 ）づくり ・多様なサービスを提供できるの 社
福や社協 中⼼になっているので ないか（全 の市町村の事例から） 
 

と た  （7）⽣活⽀援のニーズと地域資源の ッ ン  
・⾼齢者の介護 の からとらえると、地域資源の担い⼿として、 ち ある 、体⼒的な の 題で ること

定されてくる ⾼齢者や 者や 労者な との組 合 で、ニーズに応えられる 組 り ないかを し
ている ・⽣活⽀援サービス けで できない法的なこと、例え ⾼齢者 所、 した時の⾃宅の 理（ し
りや の 定な 法 、⽣活 社労 な との連携を のよ に⾏ かを また 中の の⽅な

、 を かないよ に⾒ る、⽣活⽀援と を く 護師を のよ に組 合 るかを 中 
①⽣活⽀援サービスを提供する担い⼿の 成②サービス提供を⾏ 上での活動主体間の連携や組織 の課題③ こま
で⽀援サービス提供をすべきかの れ ⾏ のか④把握した⽣活⽀援ニーズ のために⾏ 地域資源との ッ
ン ⑤上 のよ な活動 のためのコーディネーター配置の 源やサービス提供部分での の 付けな  
住⺠ の り事を のよ な で、地域資源として るために、 のよ な関係機関と連携・ するのか、⾏政と かの
機関との役割分担 である （社協としての役割 多い） ⾏政 的に推進した⽅ よいのか  
地域⽀援のニーズ 把握と資源の り こし（調 上 ってから内容分 をする） 
制度 けで ⽀えきれない部分を地域の社会資源で ってもらいたい 、応 てもらえる資源 ない 地域組織
している  
（１）〜（１ ）（ ・ を き） かつ部分的に 組 でいるの 状 地域住⺠を対 として地域包括ケ
アや介護保険改正、さらに ⽣活⽀援の必要性な の学 を進めている 主体的に受けとめてもら に 時間 かか
り  

県社会福祉協議会とい 性 上、 に⾼齢者の⽣活⽀援ニーズと地域資源の ッ ン を⾏ こと である
し 、 いった ッ ン できるよ に市町村社協を めとした関係機関へ⽀援を⾏ の 主となる  

⾼齢 を えている中で、 な⾼齢者を地域資源と え、活動の中⼼となっている 、⾼齢者 けで 組
織 を る事 でき 連携や⽀援 必要となる 、地域住⺠主体で する活動を のよ に、 こまで⽀援するのか

しい 「⾏政にしてもら 」とい 意 を えなけれ ならない  
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と た  （7）⽣活⽀援のニーズと地域資源の ッ ン  
地域によってニーズ さま まであり、地域資源の発 といっても、資源開発できることとできないこと あり、意 とニーズ
開発できないこと 多い  
正 、 こから⼿を付けていいのか でいる  
地域資源についてある 度 把握しているものの、全ての地域資源を把握できている で ない また情報の も必要
である また、⽣活⽀援を必要としている⽅のニーズも様 であり、 の かいニーズに対応できる地域資源を 成し、 の
よ に ッ ン するのかとい ウ ウ ない  
様 なサービスの調整 ・ 、 の ランティア・地域で⾏ もの、団体で⾏ もの、 ⼈で⾏ もの等 
⽣活⽀援のニーズとして 、地域に いて 「○○さ に 必要 」「こ なサービス あったらいいのになあ」とい ニ
ーズや課題 具体的に⾒える また れらに対応でき な社会資源や地域資源等も情報 開等の 組 を すれ

⼿ 能 題 、 れらを ッ ン するシステムとサービス 能となるまでのサービス のか、 供
い付かないので ないかと 「地域⽀え合いづくりや必要なサービス 、⾃分たち（の地域）でつくる」とい 市

⺠ の も必要かと  
⽣活課題をもった本⼈について の⽅から り、訪 を開始するも、本⼈⾃ の課題を受容しておら 、本
⼈ 意 られないケース 多い 、 とのトラ いている⽅ とくに関係 に 慮している  

とい より、 団の事業 、 機能を き、 ⾼齢者を対 にしていることから、⽣活⽀援のニーズの を
把握していない  
・ なき を える な地域での 組 づくり ・中学 、市町域に 定の社会資源 在し、ニーズを ⼈

たる 応に整備されている 、 なき を い上 る 組 な地域に ない、あるい えている
⼈ いても れをつな 機能 整っていない ・ のニーズに対応できる資源開発 制度 ・ 間の課題 を る
資源づくりに 、地域（住⺠）⼒ 不 、⼈ で地域 ⽴⾃体 まれる中で、いかに資源を し
ていくか  
利⽤者のアセスメント、⽣活⽀援プランづくり、 ニタ ン また、社会資源開発や地域の社会資源とつな っていくことな
、かなり専⾨性の⾼い業 です 単に社会福祉 等の資 あるからとい ので しい ⼈の⼼に びかけ、 り
、動きをつくる⼈ 本 に確保できるの か までこ いったコ ニティー ーシ ワークを するワー ー、つ

まり⼈を動かす⼈づくりにお をかけない き、職⼈ 的な部分に っていた ケ ってきているよ な する こ
いった機会、時 に、 な の⼈ 成にお をかけること 必要です のままで⽣活⽀援コーディネーターを地

域に り 、 の事業や活動を事業 （多 の資 を ）する けで、本 の⾃ ・ 的な活動、地域
活動を⾼める こ か、 さ る れ あり、５年、１ 年先に、 在⾃ でやっているものまで、さらに 的資 に
るよ な事業（活動）になる 能性 ⾼い かなり住⺠⼒を⼤事にできるコーディネーター 成をやらないと、包括ケア上
の を り す します  
地域包括⽀援センター職員の質の 題 、要⽀援者のケアプラン 成の に れ、⽇常⽣活⽀援に対する理 と
必要性に対する いこと 念される  

ッ ン をしていくための 組 づくり きていない  
機関・福祉 との連携 い（⾃ で保 していないため、 在 ⾏政機関に する で対応している）  

市町村の意⾒等を まえると、ま 町に のよ な資源 あるか全てを把握できておら 、多様なニーズに対して、多様
なサービスを ッ ン する機能を していないため、 まくサービス 提供できていないと考える の 組 しっかりと

ること 、サービスの につな るものと考える  
の⽣活⽀援に関 るニーズ 、 しにくいものや、また、制度の 間にあること 多く、 的サービスを始めとした地

域資源の利⽤を する いため、 のニーズを地域資源等に結び付けること な課題 ある  
 

と た   （ ）住⺠や活動主体の活動のニーズと地域資源の ッ ン  
介護保険や⾏政 、 ⼈主義の考え ま ま 地域に あるので、住⺠や活動主体の活動ニーズと地域資源の ッ
ン をするための⼿⽴て これからの課題 や 全 の⽅たちの⼒ 地域に あるの か、地域資源
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と た   （ ）住⺠や活動主体の活動のニーズと地域資源の ッ ン  
としての理 を広める⼿⽴てと を なで考えていく必要 ある ⾼齢者 けでなく⼦ もも、 者も⾃⽴しな ら⽀
え合い ⾃ に る地域づくりを⽬指して 地域や地 団体、⾏政との協⼒の在り⽅もこれからの課題  
多様な⽣活⽀援のニーズに対応できる、住⺠や活動主体の活動ニーズ あるのか か、また地域資源との ッ ン を
こで、 、 のよ に担 のか、市町村 地域の を把握した えで のよ に対 を講 ていくのか等 、課題
しております しかし、本県の担い⼿である住⺠の⾼齢 の進⾏、⼈ の中で あります 、 ・ に り組 で
いかなけれ ならないと っております  
住⺠ ランティアの活動 こまで期待できるのか 期待や められる ランティアの 成 なかなか しいと れ
る  
地域資源の状況把握 ま 不 分なために ッ ン にまで っていない  
活動の役割（ ）を こまで担 のかを  
住⺠ニーズと活動主体ニーズとの 課題を整理し、 の地域にある資源（ ・ ト・ ネ・情報等）を いに し上
で、 結び付けていくか また、住⺠主体で 能な ッ ン を⾏ 上で 、地域の⾃治体（役員等）の連携 必

しかし⾃治会役員において 期 あり、 的な⽅と でない⽅とで 、 れなりの時間を要す 推進する とさ
れる の 度差 、 からあることを 提に地域性を考慮した上で ッ ン 等⾏  
⽀援を必要とする⼈とを⽀援する⼈ 、 分かる関係である場合（ 所の⼈等） 上⼿く ッ ン する 、 らない
者 の場合 お いに ある コ ニティの しい住⺠ ⽀え合い しい  
・ま 住⺠のニーズの把握 分でないことと、ニーズの多様 ・多様なニーズに答えられる資源 ない ・地域の 差
広 っている ・ ッ ン の機能を つ機関 い  
所 している部 で している で ないため、社協等との連携 必要である 分で ない  
市町 に地域資源 なるなか、広域的なコーディネートの 的な進め⽅ 
担 の１つで ある 、 しや 等ちょっとした⽀援を⾏ ための ランティアの組織づくりを⾏ ために、 社
会福祉協議会の役員等と全 を対 に り とのアンケート調 を した アンケート⽤ を 成し、各⾃治会
へアンケートの⽬的等について説明を⾏った に、⾃治会に アンケートの配 および ⽅法についての 組 ないた
め、全 のアンケート で ないかとの意⾒ た るとこ から⺠⽣ 員等の訪 活動の中でアンケートを

する を⽴てている  
 

と た   （9）地域住⺠に対する活動の 発 
地 組織 具体的な⽣活⽀援体制になっているとこ に等しく、住⺠主体によるサービス提供体制の 、
スタートとなるため多くの時間 割かれると考えられる 住⺠、 会、⺠⽣ 員対 に 発活動を し情報

の中での推進 まれる 
① 地域の中で を⾏ 、協⼒いた く⾃治会との関係性の 必 、 関係を き、 協⼒を ること

とても しい  
② 地域住⺠ までの⾏政サービス 受型から け し、地域コ ニティでの け合い型への意 の きにく

い ランティア 、特 の か やっていることとい り あり「地域活動」「市⺠活動」への理
、参 すすまない  

上 事業を て、 デ 地 ⾃主サ ンとなって していくよ に⾏政、社協 ⽀援している 、⾃主 を要となっ
て⽀える （ ランティア） 地域によって なかなか れない、 たないとい あり、地域の関係性を⾼める こ
か していることを する  
事業を まく活⽤するために ⼈ 確保 必 である 圏域 広く、 こ こで える課題や資源に差 多いため、 ッ ワ
ーク 事業 ⼤ と考える 、 ⾃性をもった活動をしていくために 、地域住⺠ もち 、事業の主体である担 から
の理 必要である しかし、⾏政とい 的な⽴場で 、「 ⾃性を やって って⾏くか」 の課題でありさらなる

必要になってくる  
地域住⺠を活動の担い⼿とする⼤きな⽅ 性 ある 、 のための 発から活動の担い⼿となっていた くまでに
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と た   （9）地域住⺠に対する活動の 発 
を る 
たな地域資源・サービスの担い⼿ 不 している しかし、 定の⼈ （ ⼼の⾼い⼈ ） に活動を開始してい

る この層を広 る にも、また 在的ニーズとサービスとの ッ ン の にも、広く地域住⺠の ⼼ ⾼まっていく事 不
である 市の広報等での 発 ⾏ れている 、 事者意 く、活動 広 っていかないと考えます  

介護保険制度改 による しい「介護 ・⽇常⽣活⽀援総合事業」について 、 部の関係者間での 議の域を
ていない 「⽬指す地域社会 」「介護保険制度改 を まえた要⽀援者等への地域での⽀え合いのあり⽅」「⾃治体
主 による地域で⽀え合 組 づくり」といった についての市⺠・住⺠による 議を こし、 の と合意 成を
進める必要 ある と 広 きれていないの 状である  
厚 ⼈ １ ⼈ 地 の連合町内会で成り⽴っている 上 の活動 開を から にするに たり、１地 の
連合町内会（⼈ ⼈⾼齢 ）から 、 年度事業 の中で、地域での り事 への

として正 に組 まれた 連携先の⽀援なしで 組 を した 、調整に ったより い時間を やした 課
題 へ 、 しい制度「⽣活⽀援コーディネーター」の 組 る事により、 の の広報によって 、 く

的に、地域を として できると れる  
地域住⺠に対する活動の 発①住⺠の関⼼ いために活動に参加してもら のに 労 ⽣ る② 度も地道
にコ コ と けをしていく必要 ある③ まってもら ための ・ け ⼤ である 

センターの業 として、⾼齢者の⽣き いや地域の⽀え合いを進めるため、 な⾼齢者 間とともに、⾃分の
や を活かしな ら、地域の社会参加活動に り組 よ 、 ン ット、 ーム ージ、セ ー、県内各地での交 会
等を⾏っている 、（ センターの を め） 分な 発に っていない  
・団体連 会の会員 びない ・⾏政からの ないと、団体連 会の 成り⽴たない  
地域住⺠に のよ な で 発を⾏っていくか 課題となっている 地域住⺠との 度差や、地域により環境
等で⼤きく違いもあるため れ れの地域に合った 発 必要になってくると考える  
住⺠主体を 成することの しさ 、⽇ より に⼤ であると ている ネを配ったり、こちらの を ⽅的に
しつける けで 、住⺠主体の活動 成されない 住⺠の⽅へ課題を課題と てもらい、 の課題を するために
のよ な活動を 開すること ましいか、住⺠⾃ で考えていた くことを⽀援するとい 地域福祉推進の⼿法を上⼿く

り れていくこと ⼤事であること かっている 、なかなか しい 地域包括ケアシステム 、 ⼤な理 であり、
この住⺠主体の 成 ⽣ であるといっても で ないと考える  
様 な活動を⾏ったとしても、意 を ち、参加いた くまでに 、 内 きっかけ り 参加 とのプ セス

必要で、 に り合いや 間をお いいた くことで参加者の 加 める しかしな ら、 つでも すると、参加ま
でに結びつけること しい また、地域の中で 年に たり された⼈間関係 にあり、参加を されること
多く に た  
⾏政や社会福祉協議会の協⼒ にくい 
団体への 連 先 かるので な の で ま る か、連 会の 在を らない住⺠ 的に多い  
関連する（福祉等）組織への説明で 理 されること 多い 、地域の⼈たちの説 しいこと 多い これまで広く
県域での 組 成 ってきている 、関⼼のない 内の理 なかなか  
 

と た   （10）⾏政・関連機関との連携・情報 （ ⽴ に けた提 等） 
１、 市と ⽥市の間の町として ニ団地開発 進 できた あり、団地 との⾼齢 とアクセスの 題

また部 合体で た町であり、地域の特性 いこと、 者との 合も基本的部分で ていない 市中
⼼で⾏ 事業 主となり、 ⾼齢者の参加 の 題を理 しな ら、 政的に な状況であるとともに、
団体への 的 利⽤、特に 活動への理 進 でいない  
⾏政の⼒の れ具合によって  
⾏政と対 の機会 なく、情報交換あるい 情報 すること しいと ます 政 提 やシステム を⾏ に
あたり、団体 けで しい います 市⺠を めあら る団体と のつな りを していくこと 、⽣活⽀援コー
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と た   （10）⾏政・関連機関との連携・情報 （ ⽴ に けた提 等） 
ディネーターに められていると考えます  

や事業の理  
情報の 、会議や ン ット等により⾏ こと できる 、⾏政との連携 、担 課の り組 、担 者の考え⽅で

っており、 ⽴ に けての り組 協働して⾏ こと と考える （ に え 、⾏政 の考えに ッ してい
れ 組 づくりや協働 スムーズ） 

ーシ ワークやコーディネーション ⽬に⾒えない活動であるので の や されにくく、県内の包括を⾒ても
福祉 の職員 ⽤ も い⽴場に置かれ ちとなっている しかしな ら、ネットワークをつな ていく の役割
必要であり、 められていると ⼈の ⼒ けで なく のよ な研修も めて ーシ ワーク ⽬され、

く ます ⾏政職 動 あり、 上 てきたことを伝える けでも労⼒を要すこと なく ありま れも ー
シ ワークの 部かもしれま  
市町村において 、地域活動を担 員（福祉、健 、分野等）を多様に位置づけている 、⽣活⽀援の で総合

、 合 すること できていない の⽅ 性を明確にし、具体的にコーディネートしていくために 、市町村⾏政の ⾏
⼒ 必要である  
⽀援員等の役割を ネジメント、コーディネートする組織 指 者の課題 ⽀援、地域⽀援における専⾨ （ ）
の⽀援員等への理 不 地域で で住⺠に り ⼈ の活⽤ ていない  
⾃治体の担 の 理 を く ている こちらから働きかけ、やっと連携 れても、担 す に ってしまい
のくり しである  
⾃治体担 の 理  

⽴ に けた提 を しても の業 との あいや ⼈情報等の⽀ ある 例え 、 間部の ス ⾏等、タ
クシー会社との あいで まくいかないな  
地域⽀援事業の担い⼿の発 （ ランティア、 ランティア）し組織を っていこ と活動している 、 の介護保
険の改正等にともない、⽅ づけ 不 明で、 かりにくい  
⾏政 、特定の団体の活動をなかなか めよ と 、働きかけをしても、動き に い  
⾏政・関連機間との連携等（ ⺠協働役割分担を明確に ）情報・広報・資 等市⺠⼒の⽅へも理 ・協⼒
体制を （ 理念を ちたい なかなか市⺠活動に びかけ ない ）市⺠⼒ あれ 地域も活性 につな
り になる 地域間 差・ しい の中、 える課題や り組 「⼼ある」たすけあい活動 者と に⾒
り推進、地域包括ケアシステム整備、 者⽀援のあり⽅ 動 者⽀援の を りたいです に⾃治体
の連携の必要性 あると考えます  
各市町村における⽅ 性 、明確でない（把握しきれていない）ため、 ⽴ に けた具体的な動き これからと考
えている  
政 提 の場 ま ない  
１、健 福祉局⾼齢福祉部地域ケア推進課に 、 度となく を び、また のネットワーク団体の会議にも 的
に していた き、事あるたびに デ 事業を考えているのであれ のネットワークの団体も⼿を たいので の
時 ら てく さいと度 っているにも関 ら 、広報 しで社協に してしま ⾏政の体質 題 、⾃治体の
担 者 っている 上層部 なかなか理 してくれない  
⾃治体の担 の 理  

市の⽴ち上 について市役所に 度か 会参加をお いした 職員の理 をなかなかえられなかった  
（ ）の団体として⾏政、社協への びかけを⾏な 、受 れていた く事 かった 説明不 なのか（ ）の団体
との 働 できないとい 事なのか、 く分らなかった  

より先 的活動を⾏っており、 時 本活動に対して 的な であったため、 在でも のな り ある た
年になって、時 進⾏、やっと のき しである 
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と た   の  
（ ） ランティアの把握 している 、 ランティアの⾼齢 題である 
町として介護保険制度改正に合 、総合事業での⽣活⽀援サービスを開始しているとこ である 介護保険での プ
サービスより なサービスに⽣活⽀援を⾏っている しかしな ら、⽣活⽀援について ニーズ 多 なため、⾏政サー
ビスとして対応さ る内容とイン ー 資源として対応すべき内容の 必要と れる 、基 を の 度で 定
したらよいか⾏政として ランティアを 成し ランティアで対応しているものもある 、地域によって ランティア い
ない地域もあり地域によって活動に り ある  

の への トンタッ の様に 制を 備したとしても、理念に 、活動に した⼈達 ける事 しい
、 期の ないと、 の時 の制度の中で要・不要の をしてしまい、しく のもの なくなってしま  

各市町村単位での活動で 、地域のニーズに合 て していること あると 、県のケア ネジ ー協会団体とし
て 活動を⾏っていない  
・ サービスを始めるための に り、情報提供な サポートした 、開 にいたらなかった・ 市で ⾒ り推進員を
地 とにスタートさ るべき動き した 、地 組織との意⾒ 分かれ できていない  

居と地域ささえ合いサ ン・ ⼦ の 置を 時に⾏った 、地域住⺠との な に時間 かり（ あやしい
団体・ 教 と された）ス ード 不 している  
活動を たに する の資  

の から れる 、（１）〜（１ ）を推進するための活動 源の確保 
ま 組 を始めた かりであり、 題 等まで把握していない  
１ ー ー ンとなる⼈の位置づけとス 理念の と ウ ウ、プ ラム開発 
⼈ 等により地域の機能 している （⾒ り、⽀え合い等） や の資源も られる  

状活動主体の 対 ない 、 たな活動を やして⾏く必要 あると れる 、 たな活動の担い⼿を す事
しい  

※ からの情報 ないとい ことで地 ⾏政との情報 や り組 進 でいま 社協職員を中⼼に の
成研修を するとともに本制度理 を進めてきました の中 研修に参加することで⾏政との協議も進められるも
のと います  

機関との連携・ ⼤府市在宅 ・介護連携推進 員会 県⼤府市 平成 年 を受けて活動
中 
都道府県としてま をすべきなのか 市町村担 者にとって 、 ・地域組織 ⾏ ⽀援で質の確保 るの
か、 も もニーズを たす けの供 できるのか （担い⼿の確保）な 疑 多い 意 改 の に 「これなら

る」とい もの ないと しい 、 状 されている事業ス ームに対し不安 多い  
活動をあまり⾏えていないので 状で 分からない  
・市町村担 者や 理職、市⺠の意 、ス ・ビジョン 成から 的 合といった基 になるとこ の 組 に

い 
１ 年間の活動で ランティア まらない ⼈⼿ ない事 題です 
の項⽬も 推進している⽴場になく、これから把握していく です  

地域住⺠の意 を 上さ るに 課題 多い 族 、 居、⾼齢者 の 加、介護サービス⼈ の不 等 
・⾏政 とに考え なる ることによる事業の の さ  
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 関心のあるカリキュラム 
事 に した関心のあるカリキュラムでは、 生活支援コーディネーターに される

と 、 生活支援コーディネーターの の で行うべき生活支援ニーズの把握と

支援 、 サービス の 法 が に がっている。  
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（ ）事 アンケート  
 関 

研修に 加された 関としては、事 アンケート同様、中 支援団体からの 加が 42%
と 多かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
のグラフは、 の を に  
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 っと きたかった  
っと きたかったカリキュラムとしては、 生活支援コーディネーターに される

と に いて 、 高齢者に係る地域アセス ントの 法に いて 、 サービス の

法に いて とな 、 っと きたかったカリキュラムの を することでカリキュ

ラム全体が充 される となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
具体的な  

ラムⅠ：介護保険制度の改正について 

源 ・や り 源 になります ⼈ 基本 と いますから  

・⼈件 体いくらつくのか、 めに りたい （１・ 層） 

・お の れを、 のくらいの 源 あるのか、 の 度 ⽤ できるのか 

・市町の関⼼ ⽣活⽀援コーディネーターに対する 政的⽀援の全容です コーディネーターとして委
嘱さえすれば、⼈件費及び活動費が地域⽀援事業で全部賄えるのか明確にしておく必要があ
る  

・都道府県が実施する研修の財源 から でる  

・第１・ 層のコーディネーター 、包括的⽀援事業となっている 、 ちで 市内５ケ所の包括の
ち、１ケ所を受 している 、社協として 全域的にコーディネーター 置に けて 組 でいきたい
と っている なった時の の れ なるのか  

・第 層コーディネーターについて、地域⽀援事業交付 の対 とできない （ の組織で にコ
ーディネーターをされている⼈の⼈件 等で なく住⺠主体のボランティアを⽴ち上げた場合のコー
ディネーターの⼈件費等） 

・ 年度の について、 組 、  

⽣活⽀援コーデ
ィネーター関連 

・⽣活⽀援コーディネーターの制度的な位置づけや⽴場 、いまいち、よく からない  

・研修の内容が、どの階層のコーディネーターをターゲットにしているのか不明確 と たので、 の

2

2

7

1

の

事

の の

の

の

の

(n= )
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ラムⅠ：介護保険制度の改正について 

りをも し きたかった  

・ の⽣活⽀援コーディネーター 介護保険、⾼齢者福祉からの制度として されました 、 地
域の⼒を活⽤する とい で 、⾼齢者 の 者や⽣活 者等を 、地域福祉の

になるものと れます の地域⽀援で、 した い を ーして いのか
にお る 県と 援 、地域 との に いて いたいと いました  

・地域ケア会議 制度的に位置づけるとのこと 、⽣活⽀援コーディネーター（ 層 層）にとっても
重要です 「多職 協働によるケアプラン」とあります 、主な講成 員 ケアする かりで地域の
様 な の講成員を れるべきで と っています 活⽀援コーディネーターの の と
に れがある に い すが、どの に えているが たか た

⽣活⽀援コーディネーター （１層、 層）について 各市町の⼈ で１層 層⽬ るよ
にも ました また⾏政の位置、包括との関 り、⽣活⽀援コーディネーターの 例え 、

の どを 場合、 に で実施で るか なので 的な役割も定
義をしておいてもよいと いまして 

・ 研修を た の地 での について 

介護保険制度
改正 び、介
護 ・⽇常
⽣活⽀援総合
事業 
 

要⽀援 、 の ラン 、 、 ⽀ 事業 委 する とが のか
するしないによって 層の部分 ってくるので と いました  

・制度改正内容全体 理 た 、 ⼈の具体的な ⽂を 加して しい 例え 訪 型
の ⽤等、サ ン あちこちに る 、 の いに て ンの内容が れているのか

事業の ン、 の ン等の い  

・基本 ック ストで総合事業の対 者を することとなる ッ ト で るかど かで
く、しているかど か、で ッ するが、で るがしてい い⼈ 合事業の として いと

い とか  

・「できない」まで いかない て える かる ー に いて、 合事業の とす
るのか の

・地域の が であ た を し いとい いのか い を と
か と れた場合、いかに地域で 合 のが の であるのかとい 明をすれば
いか、 しいと った（年 と で、 の⾃分のために まで 等 っていたのに と

れたら、 答すれ ） 地域の け合いの意 ⾼い時 す に いた ける 、意 の
い地域を すべきか  

・介護保険制度の改正について理 ても して講師として るか  

 ・ 施 の ⽀援 ー の 要件が しす る のか、 の 部
ので、 たか た 師 サポート かつ の専⾨ として５年 上の な 、全 で多

いるのか センター 市にあると地 師会との連携 しい 状 ある 師会
との連携 できる法的担保の説明 しい ケア ネ 、デイサービスや ー 利⽤できなくなれ

、デイケアやショートステイを利⽤するとい 考えもある 付の ち、 つ けを地域⽀援事
業に ⾏して、 たして、 付 の を、 えること 能なのか 市町村の⼒ けを
りにしている する  

の  
 

・⽣活⽀援サービスの開発や 地域において 定の あると考えており、 し 、 の
の え に いて、 を に す と考える  
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ラムⅠ：介護保険制度の改正について 

・制度を る中で、厚労省 具体的に、 が 層 層の 活⽀援コーディネーターに る とを
してい すか ⽇間の ⽴意義 ない ないかと いました と の事 も すでにやっ

ています  

・ の が に に た るのか 包括⽀援 に対する指 （理念、事業内容）
不 分で の の にならなけれ と しております 特に第 層の⽣活⽀援 に 的に

関 いた くよ として いメッセージと した指 をお いしたいです  

・も し しい資 しい、とくに介護 、⽣活⽀援サービス 

 
ラムⅡ：⾼齢者の⽣活⽀援ニーズと⽣活⽀援サービスについて 

ウ ウ・⼿法の
要  

・不 の ー の あるとよい 

・ の で ーに れ ⼈を す  

・ の 等 介 

・イン ー な⽣活⽀援サービスの情報 散在している のよ に していくのか事例 あれ
教えていた きたい ッ の

事例 ・⽣活⽀援 、 の で なく、たくさ の 題 あると います も し課題 れ と
います え、 ーテン い、 場に る場合 し の ど、も し事例 あれ と
います 

・ 活⽀援 ー の の 体 、事  

・ ⺠の 主 活動 ンテー ー 等を の か げていく
が ている実体 どの事 を していく とが ていた 社協職員に けた研修のイ

メージ かった  

・単品サービスで対応する⽅法についてメニ ーで対応することを さ るの これから いとおっし
ってく さったので、 動に いて と いて たか たです  

・ 利 さ とか ⼤ いい 、 が る と ⽀援し が にしていた くのもいいので
ないかと な も⼤ と （⾃⽴⽀援の ）や ランティアの を理 し広め

る にも、⾼齢者 より な⽣活をするために 、 るとこ にしてもらって になるこ
とも⼤ かと 事 があれば か た ランティアの⼼ ⼤ 地域の をつくるた
めにも  

の  ・地域性に応 た多様な⽣活⽀援サービス されること いと います 、多様な主体を
めることで地域 差や 、資源配分の も⽣ る もします ⾏政職員の 組 姿 にも

度差 ある 状、 え の明確 、 し が必要 ので いでし
か

・ 例の⽬先の 題でまとめられるの  

 
ラムⅢ：⽣活⽀援コーディネーター（地域⽀え合い推進員）に期待される機能と役割について 

コーディネーター
の役割 

・ 活⽀援コーディネーターの 体 について 

・第１層のコーディネーターの役割についてもっと しく学びたかった 
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・ 層の れ れのコーディネーター と 分りづらかったです 

・１・ ・ 層 れ れ役割 違 と ので層 との役割について具体的に きたい 

・第 層の⽣活⽀援コーディネーターのコーディネート機能について ・第 層と第 層のコーディネータ
ーのプランニン について（事 理的なこと） 

・第１・ 層のコーディネーターと第 層のコーディネーターの役割の違い 層コーディネーターを のよ
に位置づけるのか不明 地域⽀援事業の対 と されています  

・１・ ・ 層のコーディネーターの役割、活動内容 、あまり理 できなかった 具体的 例 てく
ると かりやすい 、 状の先進事例と、⽣活⽀援コーディネーターの役割 なるよ な
する  

・⽣活⽀援コーディネーターに期待される機能と役割について第１層のコーディネーター、第 層のコー
ディネーター、第 層のコーディネーター、具体的な 成する⽅法等 

・コーディネーターの配置場所や⼈ ないとい こと 、 の研修で１層〜 層のコーディネ
ーター いるとい こと ったので、 ⼈ いるとい ことか ⽣活⽀援プランの 成 の層のコ
ーディネーター やるイメージか の利⽤者に い 層 プランづくりをするのか  

・ 層のコーディネーターの役割 層のコーディネーターへの 配分  

・組織 について、１・ ・ 層の え⽅等 

・理念、必要性 理 できる 、 体 にど い た をしていくのかの 明が し しい

・⽣活⽀援コーディネーターのポジションについて 

・コーディネーターとなる⼈ である 地域 差 ⽣まれるので ないか  

・１層 層の活動の違い っきりしなかった  

協議体 ・⽣活⽀援コーディネーターと協議体のイメージ き いです の地域 ア の と
体の が いす る コーディネーターについても ーム対応 必要で のイメージをもっと して

しかった  

・ 体に いて 、地域 ア の と と ど 、 た のを る とが に
し 様 な ある中で、 なものを ること ⼤ 的な で あった 、参加して
さる⽅ 、組織 違っても てくる⼈ と らない  

・ 体に 要 ど るのか 必要なけれ 、 いなりの理由 ⾏性のある組織に
するに 、第 層を⽴上 てから第１層への 開でもいいのかな 、⾏政 しても「型」を るた
めに められるので  

・地域ケア会議と協議体の違い 

・ 体を する 、 ット等を明 かにした が いと います（例え 、 しい担い⼿を
発 する 住⺠の参加を明確にする等） いくつかの意⾒を いた り、 しく協議体を 置する
⽅ 性に いていないよ な しました  

具体例を まえ
たイメージ り 

・地域 情に合 て考えた に、ま 体 げ が ー で か た となく 中 デ
をイメージしていこ と っています ※事 を した で ターン で ると 研修
が い すいと ました 

・事 を して、 層の ー を てると か たよ に います  

・⽣活⽀援コーディネーターに期待できれ 具体的な役割、活動内容について事例な を⽤いて教え
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て しい 

・第１〜 層の具体例  

事例 ・ 活⽀援コーディネーターの ⽴場で実 に活動されている の を たか たです コー
ディネートする上で と、 を ている と、 とがあ た、 ど 場の 、
活動の 重要 と います  

・全体的に 不 状 も 度 きたい ラムでした 実 事 がたくさ 必要 と
した  

・ま 状の把握 ⼤事である 、サービスを提供する体制 整 ないと、 のよ にコーディネー
トするかイメージ かない か の事 を と しく いて たい

・ れ れ どの 場で、どの をして、どの に が ていくのかを、 実 を
して えれば か すいと  

機能整理・役
割分担 

・地域 ⽀援 ンター の の との 地域包括 を なら地域包括
⽬の職 としてコーディネーターを必置とするか、社協の 機能に期待するから必置するか

役割分担についてもっと りたい 

・ の制度（ 地域 コーディネーター 地 ど とど していくのか 

・コーディネーターの役割とい で、 との があ か か たので、 しく説明して しか
った  

・ 活⽀援コーディネーターと地域 ⽀援 ンターとの が えて いので、コーディネ
ーターとい を た を たか た  

・ケア ネ、包括の役割と⽣活⽀援コーディネーターの役割分担、関 り⽅  

・ 地域 コーディネーターと れている との い（ もの）役割について  

・制度としての位置づけ イメージできました 、 、 のよ な位置づけで活⽤していくのか
のコーディネーターとの が ー で てい いです  

・ ア ネ ー 等の ネ ント との住 に いて （第 層のコーディネータ
ー） の研修で 、⽣活⽀援コーディネーターも、地域資源を活⽤したケア ネジメント的な事を
⾏ です 、１⼈の対 者に対して ネジメントを⾏ ⼈ 在すると、ケース して
しま 場合 あるので の にポジショニン を明確にできるよ な内容 いと れます  

・第 層のコーディネーターの役割 からなくなった ⽀援をする⼈と えられ ちな説明となっ
た また、ケア ネ ついている場合も ってしま ケア ネと第 層（ ⼈くらい必要 ）コーディ
ネーターとの関係 かりづらかった（説明で ） 

・理念、この役割の 置された意義について れ れの先⽣のスタンス し し伝 ったものの、まとま
った での説明 不 ア ネ、全体との での⽴ち が不明確  

・地域包括⽀援センターとの連携の ⽅ 

・⽣活⽀援コーディネーターの全体的な業 、年間の活動スケジ ー のイメージ 

都道府県の役
割 

・都道府県の を と 体 に 明して しい  

・地 「市」 具体的に 進めるか、ま 不明 

・⾃治体の ックアップ⽅法 

・県としてど に していく事業 のか として 事業の があるのか
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県の情報 ⾒えていない  

・⾏政の役割また ⾏政の専⾨職の役割 、 こ 重要なのか具体的に ントになる な  

⼿法 ・⽣活⽀援コーディネーターになり る⼈ の  

・ 活⽀援 ラン に いて 体 あれ コーディネーターさ も理 しやすいと います  

・ア ントか 施 に げる の をもっと きたいです  

・ の研修に参加し、いかに⾃治体、 層 層にいかにして伝達するか、 し⼿法等もっと りた
い この度の改正にいかに住⺠の意 を上 るか、 住⺠ 主体に活動を進める様に 開していく
ことに されない 市町村の社協の い りに進めない様に 指 等をお いしま
す サポートにイン ー サービス、特に け合い、活動の ⽴も⼤事です 、⼤いに活⽤して
しい 

・ ッ ン の 要⽀援の⽅の ッ ン 、いつ、 、 のサービスで を⾏ のか、ケア ネ ⾏
のか ⽣活⽀援コーディネーター ⾏ のか  

・⽣活⽀援ニーズと⽣活⽀援サービス ー サービス にも⽀えられる⽅法 あるとい ことを学
、伝える意 しいと いました  

制度 ・ 活⽀援と の についても りたい（サービス 提供する 、本⼈ よりよくなるための
関 りについてもコーディネーター する必要 あると るため） 

の  ・協議体の意 、ネットワークの 、コーディネーターの機能役割 つ ⼤ であるとい 事 か
りテ トを し か すくして しいです  

・ ラ ン 講義で 介されたもの けでしょ か でないなら、 の全体も していた けるとあ
り たいです  

・ 活⽀援コーディネーターの ー が ど が するのか （組織体制を⾒ す必要もあ
り ） 

・ の地域でのコーディネーターの活動をイメージしな らお きした 、 まく整理 つかなかった  

・⾃分⾃ ⽣活コーディネーターの位置づけの理 できていないので、 に し を してい た
いいか 、よく分かりま の組織との違いも明確で なく っています  

・１・ ・ 層、協議体の に なく、 の 念 よく理 できなかった 

・１層、 層、 層の⽣活⽀援コーディネーターの役割 されている 念（ 念）的な内容
になっていると  

・（ ）で 念上 かったよ な になる （ ）で事例を参考に（ ）を り ると からなくな
る からのため事例 ないと 、具体的な例を（ ）で し（ ）の理 を めた
い  

・ 事例のアセスメント 専⾨的な で⾏ なくてよいのか、第 層のコーディネーター 団体の
ランティアな であり、⽀援プランな を るの ム と れる ・全体 して、 える ートの
ど して しい  

・地域住⺠を き ことを考えると、担い⼿に対する配慮、⽀援 必要 また活動の に対する
様 の⽀援も しなけれ いけない  

・「⽅法 教えられない」とのことである 、様 なサービスの と の特徴やポイント 、コーディネー
ターとして さえる必要 ある 事例 れ れの地域の事例 いきる  
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・アセスメントの に、「あるべき地域の姿」を なで考える（ 的 合 理念の ） あり地
域づくりを進めていくこと 必要 様 な⼈のネットワークで進める地域づくりなので、 にある
の がとて 要であると  

・ りない け合い活動を やって するか  

・（ ）の講義 いた とたくさ の疑 ⽣ 、 でした 、全体を き えて て、
に つ つ理 していける たいです テ ストを して理 を めたいです  

 
ラムⅣ：多様な主体による多様な⽣活⽀援サービス事例について 

様 な事例 ◆各組織・取組み別の事例 

・ い の事 を きたい 

・ 活動している ⺠か の しかった ⽣活⽀援サービスを⾏っている市⺠活動団体
からの、⽇常活動を して、⽣活⽀援コーディネーターの必要性を提  

・地域住⺠が主体と る活動の 体 をもっと きたい  

・地域 アの 活動と 等のテー の 活動の 事 を すべき  

・ ア型市⺠活動団体とテー 型市⺠活動団体の協働の事例（分 の ）、地域協働コーデ
ィネートの⼿法・ （ ）所の 説 しい 

・①体 的 （ ラ ラで なく・サ ン事例・宅⽼所事例・⾒ りネット事例・配 （会 ）サービ
ス事例）な内容に た事 を た のがあると か た ②住⺠が主体と た事 ⾒え
る・ られる事例 しい  

・平塚市と伊賀市の事例をいた いた 、もっと さ ど の事 についてもお きたかっ
た  

◆具体例について 

・先進的事例や ニークな事例について 、できる り多く、情報 しい また、内容について 、
に る を し しく れれば いと る  

・先進事例 、お⼿本になる場合 あるので、 った事例（社協にすべてまか る）な ない⽅
いいかと います （もち 社協 いとい けで なくて、伊賀市の り組 とてもよいと い
ます ） の事 、 えて えるといいです  

・コーディネーターと地域 ⽀援 ンターと が必要 が、 の 体 事 の
をして しい （対等的⽴場で協⼒、 関係を のよ に していくか ） 

⼈⼝規模、エリア毎の事例 

・ ちらかと と都市部の事例 ったので、 部 部の事 をもっと きたかった  

・多様な主体による多様な⽣活⽀援サービス事例について、 都 、 とい た との事
どを された が で るので ないでしょ か  

・⼤きい市町村 けで なく、 さい 地の事 れて しか た

・先進地事例 例 ったので、も し な地域の きたかった  

多様な事例 

・多様な主体の事例について、もっと しく りたかった  
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・多様な主体〜も し 例 しい、 して 層にあて た のにして しい 

・もっと多様な⽣活⽀援サービス事例やサービス開発⼿法な 事例を多く 介して き、
、 ど実 の しかった 

・ の法改正で想定している⽣活⽀援サービスの具体的な事例を きたかった 

・コーディネーターや協議体の けでなく、 しい 合事業にお る ー 事 として あれ
ば、 の さえ しに ると  

・１、 、 層 れ れ 連携して機能している事例 必要 

・もっと先 的な事例 きたかった、いっ いある全 からの中から にして 、 った事例でし
た ⾏政の かりました  

の研修開
 

・ 、地 での研修等の  

・ の事 活動で い のを 明する と と います な説明⽤の資 必要か
と います （ ）の事例 介 中 研修受講講師 こまで講義できるか疑 です  

平塚 
 

・平塚市町内福祉村の り組 、先進的です く参考になるのです 、 の の 、
の要 の の 等が されれば と を と

います  

・平塚の福祉村 興 い 組 この を くと、⽣活⽀援コーディネーター 地域福祉における
地域の福祉⼒ 上の 例に⾒えた  

伊賀市 ・も し地域に いて⾏って住⺠主体の事例を きたかった  

・協議体のメン ー 成について 

・住⺠主体 こに を えて ⼒をしている地域の⼒を活⽤して しい  

・⾏政・社協の関係性の ⼒な 体 、 げ のよ な⽅ 性 的によいのでし
ょ か  

・伊賀市の「住⺠⾃治協議会」、住⺠⾃ によるまちづくり等、す らしい 組と ています 、
にニーズに応え、課題 にあたる、住⺠、 ⾒えてこなく、なにか 念に ています  

・伊賀市の事例（事 しているのか）保険加  

・① に にな 組織 の ②地域ケ
アネットワーク会議の⽴ち上げ⽀度はどんなものだったか ③ の ア に いく している
のか  

・「⾃治体の 」について、 きたかったのです 、⾃治体の 社協に な と 、あきれました
しかも、多 の を って  

・⾏政の での⽣活⽀援サービス について、伊賀市の事例、資 たくさ あったのに時間
り 念でした  

・ 上の必要 あっても住⺠ け合いの活動に関 ってもら に いくつも ード あるので、 の
あたりの事例な を きたかったと いました  

制度との関連性 ・ 事 を す との を く げる で、活動内容 理 できても、関
連づけられない  

・ の事例として 、よく かったの 、 に す のとの 合 があると える い
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で いので いかと えてしまった  

的  ・ い層の⼈を き で、 的に 進めていくのかの に けている社協として ⾼齢者 安
⼼して ら る地域づくりの 組 の１つとして 組 ことに活⽤していきたいと っている 、本
に れで進めてよいのか か  

・ い層の⼈を で、 にど ていくのかの に ている 

の  ・事例について、タイト の 活⽀援 ー 事 と てい い に い す 住⺠活
動を⾼めていくもの けでなく、必要とされている多様な⽀援を ものを れた⽅ いよ に

ました  

・ の 事 と の す 活⽀援コーディネーター 体 に ッタ あて る ので
い に い した  

・「地域⽀援事業」 地域の中に「 け合いのイン ラ」を していくことで ないかと理 している 、
内でコーディネーターを 成していく上で、 のテ トで実施してい るのであるのか、不

を ています  

・事例についての 組 かった 、 の地域の を の かを と びたか
た 事例と、⾃分の地域の状況 しているので  

・各市町村 ⾏っている れ れの デ 事業な と のよ に⽣活⽀援とつな れ よいか 法的な関
連（例え 、 所した時の⾃宅の 理、⽣保、在宅で な の⽅の の間の⾒ り
と を くな の ⾏ な ） ⾏政から、社協からの⽴場 多かった 年度の法改正

、テ トで 地域の ン ー ン ントを ているが研修の で 実に び
れる と が れ か た 地域住⺠の で 地域を考えていくかな の ラ
ム に 重要 と  

・①地 組織な 地 住⺠ けで 、 の 在的 題 ⾒えないこと ある １ 年 ⼿の
在 、 に 題を ら でいるので ないか いかに 平、中⽴な で対応できるか れるの
で ないか ② に理 を める 、きれいで ⼤な を って 件 の⾏政と社協の
関係 ⾒えなくもないよ に の住⺠活動の 在や も全く⾒えない、住⺠活動を地域
の特性と結びつけ、 の中に り と⽣きたものにならないか、と考える  

 
ラム ：⽣活⽀援コーディネーターの ⾃の で⾏ べき⽣活⽀援ニーズの把握と⽀援 

第１
層 

・コーディネーターの層に合 た があると か すいと います  

・ の 層のコーディネーターに れる のと え れ す のため、全てのコーディ
ネーターに められる と１層のコーディネーターに められる についても しく いた き
たいです  

・（５）講義の内容として よく かる 、 層の⽣活⽀援コーディネーターのことを っているのか
（ 層と受け めた ）、明確にして しい  

・コーディネーター 階層 で の を しく 

・各 層に分けて きたかった 

・ づきを⽣ 機会として なこと 考えられるかと、 れを受け める 組 についても し で
し合 （ を し合 ）こと できたらよかった 
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ラム ：⽣活⽀援コーディネーターの ⾃の で⾏ べき⽣活⽀援ニーズの把握と⽀援 

事例 ・ 所のことを らないので、全 事 を と いて たか たです  

・事 に する ⽀援内容 を と く たか た ⽬からウ コ例 りたかった  

・事例をもっと、本⼈ な り と あるのか 課題の に ⼤事 サービスありきで ない（
的、イン ー ）とも専⾨的す た ⽣活⽀援を進める場合に っているのか、 れ
⾃分で⾏えるのか 者からの⽀援 必要なのかを本⼈に きとる事から始まると った の部分を
徹 さ ること コーディネーターに められているのか  

・事例 想定できる り の事例 サ ン、居場所、⾃治会⺠⽣ 員包括等 、もっと しいメニ
ー、 の⼈らしいメニ ー なかったか これからも多分メニ ー開発とい と、 の事例に たりよっ
たりであ と を すえた どの事 あってもよかったので な
いか 

ウ ウ ・地 にア ー する 、 な  

・⽣活⽀援コーディネーターに 体 体 を て、 を る な もっと りたかった 

・地域 ー を るた にアン ートをする場合にどの 内容で をするのが いか 調 アン
ケートをインターネット上で 開していた けると地域の 状に合 てア ンジさ ていた く、参考
にさ ていた きたい  

・（５）（ ）についても し具体的に く学びたかった ニーズの き し⽅、プ セスのあり⽅に
特 した研修を  

・⽣活⽀援プラン 成について、どの ランに るのか 体  

コーディネーター ・コーディネーターの⾏ べきこと 幅広く、介護保険制度 もち 、地域の 状もよく把握していなけ
れ なり ない 実 体 にコーディネーターの業 内容を ー する とが しく
した  

・⽣活⽀援コーディネーターに期待される機能と役割について、⾼齢者 や地域⽀援を こまでやっ
てもいいのかを確 したかった デ 地域をつくって、内容を して しい 

・専⾨職サービスの や で ない ⽣活⽀援サービスの意義やコーディネーターに れるセン
スな もっと 調されるべき と た （５）の内容 とても かったのでもっと らま て しい

⽀援する とされる に地域 分されないよ にするための⽅法（組織への でなくやりた
い、やれる⼈ やることの意 な ） 福祉の から地域を⾒るのでなく地域の しの中に福祉や
⽀援を位置づける な な  

・ 内容 ⼤ によかったです 、 、 層のコーディネーターの と した の 活⽀援
ランを する ⼈との を しておいた が いと います（ として １、 層の
コーディネーターにとっても重要です ） 全体に第 層のコーディネーター 想定された内容、事例

多かったよ に います ま 第１層のコーディネーター 成をする必要 あることに対応した内
容 必要 と います  

・⽣活⽀援コーディネーターとコ ニティー ーシ ワー ーや地域包括⽀援センターの要⽀援ケアプ
ラン ーとの 違と役割分担について  

連携 ・ の の もっ たかったです 

・１、 層のコーディネーターの役割と地域包括の役割（地域ケア会議）の違い し かりにくい所
あります 

・⽣活⽀援コーディネーターとの の との の に いて たか た の事例の
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ラム ：⽣活⽀援コーディネーターの ⾃の で⾏ べき⽣活⽀援ニーズの把握と⽀援 

場合、地域包括⽀援センターと具体的に のよ なやり り あったのか りたかった  

・地域ケア会議への、⽣活⽀援コーディネーターの り⽅について 活⽤と れていた 、ケア会議
の主 者 包括か⾏政 コーディネーターさ の⼒ 、 ⼒に られるのか 包括もコーディ
ネーターさ を まく活⽤できれ いい 中 し です のもち され になり で 包括へも
コーディネーターさ のことを説明しないといけま  

の 意⾒ ・住⺠ 主体となって地域のために地域の中で活動する 住⺠ 受け⼿にも担い⼿にもなるため
の学 会を⾏ 住⺠ もち ン ワメント、地域 もつ ワーを き すこと  

・ニーズ 地域の （開発、⼈ な ）に応 て り っていきます 常に ッ できるよ に
にあ ていけるよ に ⼒ 必要です これからも研修も けて さい 

・課題の り しの事例として、 ⼈ ⼈の 事例 ⼤ 参考になった ワークショップ⾃体も
し、具体的な対応 件 介されることで、考えた内容 ア ティーをもって 考できた  

・ ⾃の 「⽀援される⼈の⽴場に⽴った⽣活⽀援」 コーディネーターの活動の であるとい
こと （ ーケット・イン発想） 

・ の研修で ⽤した ワーポイントのデータを って しい（できれ く） 

・ をもって、成 としていると えるのかについて 具体的にイメージ てないで りました 地域
（ ）の⼈達 、⾃分の 題にとりくめるよ にコーディネートし、地域（ ）の⼈達 組 でい
ること きに、 こかから⽀援を ってくること 、 づくりに まないよ に るものの、具体的に

、居場所をつくることで⾃由な⼒動を⽣めるよ に たらと考えました 題 ある時に、 か
してしまえ い 、 れをしてしま と、 の⼈達 、⾃分達で 組ま 、社会 題 の

事者と なりえないよ に れる  

 
ラム ：⾼齢者に係る地域アセスメントの⼿法について 

ウ ウ ・具体例 
・組織 の⽀援⽅法 

・ の 開⽅法 

・地域ア ント ートの 体 の あるとよかったです（調 、 きとり項⽬の 定例） 

・ア ントの 体 や都道府県に ってから研修の進め⽅な を りたかった  

・市町村に対しての研修 県の役割にある 、 のよ な内容を想定しているのか いたい 

・アセスメントの 法（具体的例 ） 

・地域ア ントの 体 事 あるとイメージしやすいと いました  

・地域ア ント ー の を⾒たかった （ 例か提 して しい ） 

・地域のアセスメントの⽅法について、も し しく教えて けれ と いました  

・実 事 、 の ケーススタディ等 

・ のデータも めて、アセスメント結 を専⾨職や住⺠ していくか 重要になってくると
れます あるものとないものを して、 できるアセスメントに ⽴てていくかとい で、

体の 事 を 介いた けると い  

・ア ントの 、１層、 層、 層のアセスメントの違い 
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ラム ：⾼齢者に係る地域アセスメントの⼿法について 

・地域アセスメントの具体的な事例 （調 、 きとり項⽬の 定例） 

の  
・対 により、アセスメント⽅ を しなけれ いけないので ないかと 広い 野で⾏えるよ 情

報 必要と った  

・ア ントの タン も し いて たい  

・地域アセスメントの⼿法・ ワーポイントの資 あるとよい テ スト けで 伝 りにくい  

・地域ア ントのア をする主体 か また、多様な主体のアセス（多 ）と か 調
の 主体 住⺠、専⾨職によって、 の の活動に様 な を える の について

・アセスメントの⽅法や全体の中での役割な をもっと きたいです  

・ の地域包括⽀援センターの している地域ケア会議、地域アセスメント との関係を 整
理するか  

・事例 介いた いた事でより具体的なイメージ ついたので 能な り多くの事例をいた けるとあり
たいと た ・ の講義 ⾃ の携 っている活動を例に て さる場 多く⼤ 理
しやすかったです  

・例題のアンケートを提 して説明 あれ いい、ア ントの 地域に てアン ートの内
容の い また こからコーディネーター をアセスメントするのか具体的に きたい  

時間 ・都道府県での研修 時の の ラ に いて、テ ト等に れてい いた 、
し をか て 明して しか たです  

・ 事例をもっと に説明していた きたかった 

・も し時間をかけて しかった  

・具体的にもっと かく説明を受けたかったです  

・（ ）（ ） ⽣活⽀援コーディネーターの活動の基 となる部分であり、 をか て 明
して しか た 

の研修 ・都で研修する場合に 、ポイントを社会資源開発等ワークにおかないと、協議体事 局で ってし
ま よ な しました  

・ 、 として が る場合に、 をどの にして えた いのか か い ワーポ
イント資 な の ー あって、 れに ってとい のであれ 、できなくもないです 、不安です  

・都道府県として、市町村⽣活⽀援コーディネーター 成研修を進めて⾏く上での、
 

地域ニーズ ・県内市町村で⽣活⽀援コーディネーターに い機能を しているとこ と ない 年度
配置すると⾒ でいる 、特に の時期 、地域アセスメントに時間をさく必要 あると考える
ので、テ スト 成にあたって 、具体的かつ かりやすいテ ストにしていた きたい、またサービス開
発についても 様にお いします  

・地域のニーズ でなく、もっと かく いて⾏く事 へのステップとなる 

の （要
） 

・先⽣のテ スト（ ⼦分）の されている具体的内容の講義を受けた上で に事例発 あれ
よかったです  

・ ⼦や ジ メにないスライドを されて、説明 きづらかった めて で に し
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ラム ：⾼齢者に係る地域アセスメントの⼿法について 

て しい  

・ 例について、テ トに されて い ラ を してもらいたい 

・ 先⽣ にアンケート調 を⾏ったシートを参考にしたい また、 に具体的に、
の ート にしたい シートの提供を お いしたい  

・（ ）（ ）の しいスライドをいた きたいです  

・本⽇、 し された ワポ資 しいです （ ）（ ）について研修のポイントを りたい 

の  ・⽣活⽀援コーディネーターとい 重要な役割を正確に伝え、 にやる を き すに 教える⽅の⼒
れてくると った 伝える⼒等重要 と た かなり になった研修でした 様 な

から、必要なもの かを考え、制度とかで なく、 っていくとい 様にも ワーをもらいました
さらに市町村の職員 をしたいのか の様にしていきたいのか 上 けでなく、きち と市町村
の中で っているのかを把握している事 いかに必 いか で なくても、市としてのスタイ
を確⽴していきたい  

・全体を ー ントの で し、 れ れの ラ の 明を に ると か すいと
 

・ニーズ把握の⽅法 とても⼤ 総 的なこと 様 な研修で にしている のニーズ把握・
につな るアプ ー を につけること ⼤ のための ー ット提供 必要で ないかと
 

 
ラム ：サービス開発の⽅法について 

ウ ウ ・具体的なサービスの⽣ し⽅ 

・サービス開発の⽅法 たくさ の地域で様 な⽅法 あると れる 、 れ れの⽅法を きたいと
 

・サービスを開発するに ネ ー 必要 ⾏政との 度差もあり、また社協 しなので、⺠ 事業
に か か を て え いので、ア デアを実 さ る のコ を教えて しい 

・ の様にサービス開発を していけ いか  

・地域課題を様 な⽅法で伝えていく上でのポイントをも しお きしたかった 

・ ー の ーと 体 について の 介 あれ 教 しかった  

・サービス開発時、 として 、 お デ ー と ート テ とのす  

事例 ・もっと事例を 介していた きたい 

・具体的事例 しかった 多分、多 的 （福祉 業、市場 ） 必要、  
 でジ 進 しかないです  

・事例をより多く （ ） 県でも 年 、県、県社協、さ やかインストラクターで居場所
をしています （関⼼のある⽅、⾏政職員対 ア の町で けて えています ビデ 成、
ポスターも） 

・ かりやすく、 必要で、 考えたらいいのか 考えやすかったので、もっと いて たかった 体
を いて たか た  

・（ ）の事例 ンの ー ンばか たので、 の ー を と たい  
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ラム ：サービス開発の⽅法について 

・（ ） けで ない 、具体的な事例を り れた⽅ いと  

・サービス開発⽅法の具体例 （もっと多く、単的に かりやすいもの つくり した 成 例、
例） 

・ 体の と、 との の 体 内容（事例な ） 

 ・ の 開⽅法、事例（イメージ できる） 

・⽣活⽀援活動の事例・ の 開⽅法 

・サービス開発を 教えるか 例 

・ア ント を ー に 体 ー の に る ー を り でいた きたい  

要  ・事 としてテ ト があると いと います  

・全体 にテ トに 、 を れて しい 先⽣ 講義を れた、 の な 県での
する に、本研修修 者 、県単位で まって の年を し合 場を けて、資 、テ スト

な したい  

・ の のを ー ー にアッ して えればと います （特にサービス開発の⽅法）

・講師 れた ワポ ⼿ になく、 であったため、⾒えづらかった 参加者全員に改めて配 し
てもらいたい 

・サービス開発の⽅法、事例について 、様 な 組や事例を 介できると いと 、 こまででき
るか 全 で と る に いて、 した を ていた るとあ がたいと  

の  ・ け く 、介護保険制度で してきた地域の⼒を しなけれ なら 、地域ケア会議と協
議体の違い 全く からなくなった 総合 の中で ってくるニーズを に り上 ることでもよ
かったので  

・サービスの開発に 地域、関係者の理 必要となり時間 必要となるケースもある 担い⼿の
供 課題となっている 

・サービス開発 もっと多 的な社会資源の把握の ⽅ あるので ないか 理念的に 理 できた
 

・地域による差 もっとも⼤きいと 都市なのか⽥ なのかによる差もある 都 の に る え
のか、 と で えて いたい 

・（ ）（ ） ⽣活⽀援コーディネーターの活動の基 となる部分であり、より時間をかけて説明し
て しかった 

・い い なアイデアをお きしたかったこと、制度づくりを けてきて、⾃分なりの理 あった 、県へ
って受講⽣に伝えるためにプラス のもの しかった  

・地 の中にある 割り組織 たくさ ります 、 に住⺠ っている事に対しての 応 に
く、議会にかける時間 す てつな っていかない状況 ります の を えた⽀え合いをつ
く と まりました た 、 まった所からの⽬的の や、 的機関を き の広報
の ⽅で中 まりま までにない⽀え合いの を くる事ばか えるとア ントの
部 がお かに た 、 た⽀援に てし 、 に を てい す

（介護、 ）、 、 業、⺠ 、サ ン団体、中学  
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4 %

%

%

2%

の (n= )

 テキストは さ 
テキストの さでは、 まあ った が 50%であ 、よく った、まあよく ったを

合わ ると 70%が かったと している。 
    

74



 

 
 にくかった  
にくかった具体的な は であった。 

の

ラムⅠの
全 について 

Ⅰの介護保険の改正 ・市町村担 の制度を らない⼈に 分からない部分 多いと 県で ま
た対応を考えます  

１ 介護保険制度の改正 ・制度を理 する事 ⼤ な事です 説明するの ⼤ しいと  

５ー  ・ ワーポイントで ない ージ 成の⽅ よいと 説を れて しい  

地域包括⽀援
センター 

１ スライド  ・ 活⽀援コーディネーターと地域 ⽀援 ンターの 体 について、
りたい 地域ケア会議 中⼼  

Ⅰ、Ⅲ ・ ケアプランを 成する ンターとコーディネーターとの の い
 

の  １５（ １ ）⽣活⽀
援の担い⼿としての社会参
加 

・全体的に の上での であれ テ ストでもよいかもしれない 、 、地域で
活動していると、⽀え合いの考え⽅や住⺠主体についてのポイント に めら
れる  

・ポイント ないと地域での⽀援者と⽀援される の ⼤きくなること され
る また、 ラ ンの で ている 要 ントの の 、 が
いが か た  

〜 ５ （コメントなし） 

 
 

の

ラムⅡの
全 について 

Ⅱ、 、 、  ・ 念的な 説 けで かりにくい 事 を れて、事 を する で 明した
が い 

５ まで ・内容で なく、 っと⽂ き、配付の ワポ資 とも こ なのかを すの
⼤ でした  

の  〜 １ ・⾼齢者の⽣活 を づける と 、 活の の を し、
地域⽀援事業 と び る内容にして しい  
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協議体について 

〜 

・ の 体 の な 例事 い  

・ 体 ア の なのか分かりにくい  

・ の の な の ない と考えます 報 で
第 ・ 層の活動 在しているよ に 分りにくかった の

の の に い ⽅するなら、 プ ラム い
る 

５ 〜５ 、  ・協議体のイメージを かりやすく 第１〜 層のコーディネーターの役割 

〜５  
・「コーディネーター、協議体の機能と役割」⽂ を と、よく かる 、 し

に いていた たい 説明 多 ると る  

の要  
〜 ５  

・ の の 体 、 にな
い

〜 ５ ージ ・ 多 、 て に

①  
・コーディネーター の 層 層、 し か すい になれ また

し に を れて しい 

機能、役割の
れ 不 明 （ ）機能と役割 

・ ー 、 ー 理 進 、 〜 の の れが か にくい

・要介護 定の場合、包括や保健者に⾏け よい ま こにいって い れに
振り分けられ、サービスにた りつくのか、 の が か い 

、 ５、 、 
、 、５  

・ としての の部 と、活動団体（コーディネート機能の のある）に
対するものと、具体的なイメージを して、 をどの に していくのか、

ての の部 を と に で る にして しい
なで⽀えあ の、 町ビジョン的なもの 業して協働する⽅ で考えるべ

きである  

各層のコーディネ
ーターの役割 

〜  

・ 層、 層、 層の 活⽀援コーディネーターの 理に つに分けてい
るよ に る １層、 層、特に 層についても⽣活⽀援コーディネーターと さ
なけれ ならないのか 層 けでよい（ 層にこ 配置されるべき）と

分かりやすくするに 、「 」に いたよ に、 実 を して、
ー さ すくす と  

・ 層 層のコーディネーターの の が不 明 た の に
て の が るた 、 都 部、 都 部、 部で場合 をす

 

ラムⅢの
全 について 

５ まで 
・内容で なく、 っと⽂ き、配付の ワポ資 とも こ なのかを すの

⼤ でした  

Ⅰ、Ⅲ 
・ ケアプランを 成する包括センターとコーディネーターとの役割の違い 関係

性  
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事

伊賀市の事例 
  

・地域 ア テ と 内容が か た 多分時間 りなかったの
かも れない 、 のニーズ、 っている、不安を っている住⺠の様⼦、

を りたかった  

〜１  

・地域 の に 活⽀援 ー を ット、デ
ットが れてい い  

・地域福祉活動 コンサ タント ったよ な で住⺠ 主体となっていな
い  

・また地域アセスメントにも住⺠ 参加していない 住⺠に けて⾒える られて
いない  

要 の整理 

〜１   
（伊賀市の 例） 

・説明⽂ 多く、 えたい とが か にくい 市の事例も しい  

・ 組 しい 、内容が ー で か にくい しコン
トにして要 が か すい に して しい  

・ ー が い に内容が く か い 性に けているので参考に な
らない の事例を すべき （⽴川市社協 村 られた地域福祉コー
ディネーターのよ な） 

の  
 ージ 

・分かり い資 でよい事例です 、 都道府県で実施するコーディネーターの研
修に 、 か いと います ちらかと と⾏政職員 けの事例で ないでしょ
か  

〜１  ・ 体に て と れるのであ に い

〜 ５ ージ 
（平塚市の事例） 

・ １〜 ５ ージ 事例と られ  

 
の の の

事例の要  
Ⅱ、 、 、  

・ 念的な 説 けで かりにくい 事 を れて、事 を する で 明した
が い 

１ 〜 
・⾃分 ⾏っていない事を理 し、 明するに と事 、 ー どが い
と 明 い 事例ワークを⾃ら ョイスできる 度まで しい 

の  

１ 〜１  
・⽂ 多いので、 ー ントの を くする が、 、 し すい れ

と、スライドに したもの テ ストに っていないと き すの ⼤ もって
れておいて しい  
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の

の

事例の要  
Ⅱ、 、 、  

・ 念的な 説 けで かりにくい 事 を れて、事 を する で 明した
が い 

様 ・具体例の要
 

１１  ・ ア の様 具体例 て い  

の  

１ 〜１  
・⽂ 多いので、 ー ントの を くする が、 、 し すい れ

と、スライドに したもの テ ストに っていないと き すの ⼤ もって
れておいて しい  

と （１１ 〜） ・ 教えるのかの 例の内容をきち と説明すべき  

１ 〜 
・⾃分 ⾏っていない事を理 し、説明するに もっと事例、ワークな ないと

説明 ない 事例ワークを⾃ら ョイスできる 度まで しい 

⾼齢者のアセスメント
の⼿法について 

・ ⼿法をもっと しく りたいと います  

１１ 〜１  ・地域アセスメントの⽅法 学 としてで、も し かりやすく、具体的に  

 

情報 多い ・全体 に を す（スライド 度） をしないと、要 けてしま  

・テ トの が す 、 ワーポイント ⾒やすく、 りやすく なのに した資 づくりとなっている  

アクセントをつける ・⾏ 多く づらい の を くし、 しの に しア ントを て し
い

・ ントに ると を した 成にした⽅ ⾒やすいと いました  

・⽂ の説明 く ージ 多く、また ージ内でのアクセント（ 部、 調⼦体等）もなかったため、ポイント
となる部分 分かりにくいよ に ました  

しい ・ しいと います たち 理 できないと伝達できないです 具体的にして さい 例題をいれな ら
（講師の の内容と資 しない） 

説 あると い ・ ラ と されている内容が ッ してい い があ たと 介護 ケア ネジメント研修 包括におり
てきた時のテ ストのよ に、 ラ の に 明が いてある たい が い

・ されている事例のセ クトされたポイント 分かりづらいのでテ トの に があると い

・事例 ントの 等が いと が しい  

具体的な内容 ・コーディネーターの活動の が え い（開発部分と調整部分等） 

・ ⽀援 ンター の ア ネ ントとの との 、地域 ア の活 ど と明確に
た が い  

体 ・⾒やすさにつ
いて 

・ ー な  
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・ ラ ンを 合す ー を してあると い （○ ージ参 のよ に） 

・⽂ による 説 多い 制度改正の ージのよ に と た さ ると に ー が 、
か すい

・テ スト されている（⽂ となっている）もの 分かりやすい 要 ントがど か ど か に
くい の ある

・全ての があれば の内容を に ていた たいと いました ⽣活⽀援体制整備事業で
対 とならないよ な事例 

・ ワーポイント 付 の⽅ よいと （ ワポの りにもよる ） 

事例の  ・ 事例発 や あったので、具体的に考えやすかった 、テ スト と 的な する テ トに
事 を で えると か すく る 

の  ・ 等に いて、 デ ラ があ た が い 的なものを やす必要 あると

・ ッ ンの があると い （ のためにこの項⽬ あるのか）（項⽬の関係性の体 ）  

・ ー ントとテ トが ットであるといいと  

・⽂ より の⽅ かりやすい もしく 、 の で い

が に ていると か い ー ントとの 合 を していた きたい  

・⽂ （教科 ）としてより 要 テ トを  

・テ ストを中⼼とした説明でなく、講師の 成した資 （ ワーポイント）による説明 ったので、テ トを活
して 明する ー が か か た  

・ 体 があると か すい 

・テ ストとするのであれ 、 し が必要で ないでしょ か （ト ックス（要 ） しな ）講師に
るとい ことなら 、 の どを されて ど か 社協な コ ニティワークを学 ものにとって 、

プ ラム い か 、多様な講師を想定すると 定の 必要と  

・ やシート 各県で なるのか テ スト付 する資 なるのか ⾒えない  
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中央研修の

ラムの教え

のカリキュラ

う）で平

者と生活支援

ラムは

のテキストを

えやすさ 
ラムの教えや

を ると

援ニーズと生

. 度

を活 し、都

やすさでは、

（ ） 護保

生活支援サー

であ 、教え

都道府県にて

保険制度の改

ービスに い

え いと う

て実施する研

（ 教え

改正に いて

いてが .
うの 合が

研修において

え いと う

は 度で

とであ

%を

て、研修カリ

教

で、次いで

あるが、 の

っている。

リキュ

教え

（ ）

のカリ
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12%

2%

24%

1 %

1% 1%

研 の (n= )

 研修の 度 
研修の 度としては、 まあ が 52%となってお 、非常に とまあ を合わ

ると 64%の が 度が高い であった。 
また、  研修カリキュラムの理解度と てみると、 度が高い は理解度 高い

となっている。 
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（ ） の  

中央研修 のアンケートにおいて、テキスト 成や で か にくい の や修

正要望があった のに対して、ワーキンググループの検討を踏まえて、テキスト修正に

している。 
 
① が多く がった テキスト中に 考となる事 が しい という に対して、 
 生活支援コーディネーターの の で行うべき生活支援ニーズの把握と

支援 中に事 を した。 
 治体の事 を 1 加した（ 市）。 
 コーディネーター的な活動事 を全国から 9 事 加 

 
② 図表等を っと多 して、 か やすく という に対しては、 
 ポンチ や表を多 するようにした。 

 
1 、2 、3 の の いなどが か にいという に いては、 
 生活支援コーディネーターと協議体に される と の中で、 

れ れの の や に いて を 充した。 
 

協議体と地域ケア会議の関係が か にくいとの に対しては、 
 生活支援コーディネーターと協議体に される と の中で、 
  イ ラインの Ａを して を加えた。 
 同じ の中で、協議体 体に いての を 充さ た。 

 
研修中で したスライ をテキストに 加して しい という要望に いては、 
 講師が した PPT をテキストの に した。 

 
地域アセス ントの ートや様 が しい で える ートが しい という要

望に対しては、 
 で できるような 社会資源把握 ート を 高齢者に係る地域ア  

セス ントの 法に いて の に 加 した。 
 同様に サービス の 法に いて の に サービス ート  

を した。 
 

カリキュラムの順 に いて を求める要望に いては、 
 れがよ かるように 考し、 （カリキュラム）の順 を れ えた。また、

護保険制度の改正に いて は 考資料に移動さ た。 
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